
○電波法関係審査基準  

総務省訓令第．  号  

電波法関係審査基準を次のように革める。   

平成13年1月6日  

総 務 大 臣  

電波法関係審査基準  

邑次  

・第1・章 総則（第1条・第2条）   

第2章 無線局の免許等の一般的審査（第3条）  

第3章 無線局の免許等の個別寧査（第4条・第5条）  

第4青 無線局の免許等の変更の許可（第6粂一第 

第5章 特定無線局の免許等の審査（第13条一第17条）   

第6章 外国の無線局の運用の許可（第18条）   

第7章 無線従事者の免許等（第19条一第26条） 

第・8章 識別信号の指定基準（第27条・第28粂）   

第9章 電波法令の抄録等の認定（第29条・第30条） 

第1’0葦 事業者の点検能力の認定専（第31条・第32．粂）  

第11章 碍定証明機関等の指定等（第33兵－第j9条）  

第1章 総則  

（目的）  

第1条 この訓令は、電波法令に基づく免許、許可、抄録及び局名録等の認定、措定証明機関等の指定、   

承認証明放関の承認並びに電波有効利用促進センターの業務規程の認可に係る審査基準を定めること   

を目的とする。 

（衰義）  

第2条 この審査基準において、次の各号に掲げる用語の意義は∴当該各号に定めるところによる。  

（1）無線通信規則 国際電気通信連合軍章に規定する琴線通信規則をし二＼う。  

（2）法 電波法（昭和25年法律第131号）をいう。  

（3）施行規則 電波法施行規則（由和25年電波監理委員会規則第14号）をいう。  
（4）免許規則 無線局免許手続規則（昭和25年電波監理要員会規則第15号）をいう。・′  

（5）根本基準 無線局（放送局を除く。）の開設わ根本的基準（昭和25年電波監理委貴会規則12号）  

をいう。   

（6）放送局根本基準 放送局の開設の根本的基準（昭和25年電波監理委員会規則第21号）をいう。   

（7）設 

（8）’証明規則 特定無線設備甲技術基準適合証明に関する規則（昭和56年郵政省令第37号）をいう。  

（9）従事者規則 無線従事者規則（平成2年郵政省令第18号）をいう。  

（10）認定点検規則：認定点検事業者等規則（平成9年郵政省令第76号）、をいう。 
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測定器等の鮎に関する規則（平成9年郵政省令第74号）をいう云  

局  

（11）較正規則  

（12）法令委任  

（聖内部委任局  

されてし■－、る無鮎をいう¢  
（  

（15）本省処理局．地方委任烏以外の無線局をいう。   

貫2章 無線局の免許等の一般的審査   

（無轟局の免許及び再免許並びに予備免許）  

第3条 草案6条第1項又は第2項の申請書並びにそれに添付される免許規則に定める無農   

局事項書及び土事設計書を受理したときは、法尭7条第1‘項又は第2項の親鹿に基づき、   

その申請が次の各号に適合しているかどうかを審査し、適合していると認められるときは、   

予備免許若しくは免許又は再免許を与える。ただし、電気通信業務用無森局又は放送をす   

る無線局に割り当てることのできる周波数が．不足する場合には∴それぞれ、根本基準第9  

粂又は放送局根本基準第11条の規定笹基づき優先する禁漁局の申請者に予備免許若しく  

・は免許又は再免許を与える。この場合において、一方の申請者が再免許の申請を行った看   

であるときは、 

以上6箇月を超えない期間に申請を行った者l；限り、放送をする無患局については、放送   

局根本基準衰il条に基づき優先する放送をする無線局を審査する凰再免許に係る放送   

の継続の確保に配慮する。  

（1）工事設計妻に記載された事項は、 

ア 通信方式及び通信路数は、次の条件に適合するものであること。  

（ア）通信方式 

と。ただし、特に鱒要があると認められる場合は、複信方式とするこ■とカモできる。  

（イ）特定の固定地点間の無碍通信を行う無線局の通信路数は、通信内容及び必要とす  

る通信需要量からみて繁忙時における呼損率との関係上必要最小限のものである  

こと。 

イ．有効通達距離又は最大測定距監測定荘度及び最小測定距離軋使用日的及び佐用  
条件からみて適正なものセあること．   

ゥ 送信装置は、次の条件に適合するものであること。  

（ア）定格出力は、電波の型式別の空中農電力の表示方法との関連及び終段素子の使  

用条件、その出力規格、出力特性、空中線電力の換算比等からみて、送信機の出力  

端子における値として適正なものであることモ  

（イ）発射可能な電波の型式及び周波数？範臥ま、希望する電波の型式及び周波数の  

範眉を含むものであること。  

（ク）発振方式、周波数の安定方式及び逓借方法は、次のとおり 

A 発振方式及び周波数の安定方式軋外部の温度、湿度の変化及び機内温度の  

上昇並びた電源圧力の変動等に対して送信周波数を許容値内に維持できる・もの  

であること⊂  

B 逓借方法は、変調及びスプリアス発射の抑圧の側面からみて妥当な段数であ  

り、逓倍段間の結合方法は、その方式及びスプリアス出力特性からみて高低調波  

ユ   
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ヽ  
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を十分抑圧でき．るものであること。  

（⇒‘変調の方式、各段の逓倍数、変調系読、緩衝増幅器の挿入箇所及び周波数の在   

合方法は、電波の質、住用目的及び使用条件からみて適正なもので■あること。  

（オ）人工語畢局及び地球局の最大電力密度及び空中簑電力低下の方法は、虐月日的  

及び僅月条件からみて適正なものであることト  

（わ高周波渡波器は、・基本波に対する挿入愚夫が少なく、・かつ、女ブカァス発射の  
重度を規定筐以下に抑圧できるもゐセあること。  

（キ）特恵中国定地点間の東泉通信を行う祭器局の通信基容量は、必要な通信路数を  
収容できるものであること。  

（ク）その他の装直は、その機能及び方式が当該窯鹿局の電波の型私室中農電力卑   

び使用する周波数帯からみて這正なものやあることも・・  

J出．．安産の蓮信望畳乱臣呈或崇急長の開設日的、芋蔓又は嘉荘ぬ逐語上知ふみて  

適正なものであること。  

ェ 受信装置臥受信可東な電波の型式及び周波数の最翠声ミ、使用日的及び使用条件   

からみて適正なものであるこ．と。  
オ 

（ア）電巌設備は、できる限り予備電波装置声は予備の溝入電力鼻を有．しているもの   

であり、かつ、非常災害に治し安全な葛所に設けられ七いるものである土と。  

（イ）受電薦又は買電撞から遣信装置までの電波系琴は、機器の所要電力、・負荷変動、   
分岐される系読の卑青野琴痙、自動電畠東亜器の挿入箇所等からみて鱒要な電力 ，● 
■■   を安定的に供給できるも？であること。  

（ケ）一般的た予想される電圧変動率の義国内において、送信電波の周波数、占有鹿  
波数等轄若しくは空中義電力又はスプリアス葦射の変動が許容偏差又は許容値内  

に維持できるものであること。  

カ 空中農系年次の条撫に適合するものであ云こと。  
∵て乃‾一・空中簑の形状、‘■「指向辞性ご■－■利得等比こ一一骨望す謂波数、．’通信方式ご一喝壌監臥  

画集系読、プdフィル及びサー申エ・リア等からみて適正なものであること。   

（イ）空中簿の地上高は、▲空中簑電力、必要なサービスエリア等との関連において、  
できる限り低いものであること。ただし、 

牢固定地点間の無象通信を行う無縁局の空中轟の地上高札原則として当該電波  

伝搬魔の状況を考慮して既設又ほ建築について計画中（施工中を含む。）の高層  

羞桑物等により電疲の伝搬障害を生じるおそれがないと見込まれる適正な高さで  

あること。   

（ウ）空中簑の回転違虔及び水平面又は垂直面の主再射の角度の幅は、使用日的及び   

住用条件からみて適正なものであること．   

（可放送局の送信空中簑の指向轟性私道信歳出力の電力分配、空中象の諾元等を  

総今的に挨討し，放還しようとする地区において必要な電界強度又は電力某密度  

を生じさせるのに妥当なものであり、かつ、その地区における主要な区域に対し  

七は、有効な受信が絶島されるよう考慮されているものであること。   

（オ）給電簑、導荘管、浸度器、共昂器、給電蒜切香器等は、挿入箇所が適正であっ   



て挿入損失が少ないものであるこ七‘   

（カ）給電線は、送信空中線の特性インピーダシス、送信機の出力インピーダンス、 

する周波数等からみて能率的であること。また、空中線系の■整合は、できる限り完全  

であること∴   

（キ）地球局のうち空中農系に追尾機能を有するものは、その方式等が使用日的及び使用  

条件からみて適正なものであること。   

（ク）空中線柱は、次のとおり 

A 空中線柱の強度は、自重（支掛こよる張力を含む。）、■空中線、 
に風圧及び被氷等による加重に十分耐えることができるものである 

B 放物面革等の指向性のせん鋭な空中線を使用する場合の空中親柱は、振動によっ  

て通信の疎通に影響を与えない構造のものであること。   

キ 特定の固定地点簡の無線通信を行う無線呵こ使用する無給電中経装置は、次の条件に  

適合するものであること。   

（7）原則として、劃直化した変調方式を採用した通信方式等においやまY無給電中継装  

置を使用しないものであること．  

また、大都市その他無線局の集中する地域においては、原則として無給竜中経装置  

又は直接中継装置を使用しないものセあ‘ること。  

（イ）・できる限り回森島蕗の中央を避け、いずれかの無農局に琴い場所に琴置するもので  

あること。  

（ウ）回線経路、プロフィルとの関連上必要な和得が得ちれるものであること。 

（エ）1枝反射板の蓉合の入射角はできる由り狭いも 

場合はできる限り2枚反射板であること。   

（オ）無給電中盛装置の強度は」自重、風圧、破水等による加重に十分耐えることができ  

るこものであること。  

ク 附属装置の種類、型式、規格等は、当該無線局の使用目的及び佐用条件からみて準正  

なものであること．   

ケ 送信桟、受信機、亀渡設備等の機器配置は、相互干渉、環境条件、保守の革易、危険   
防止等について十分考慮されているものである羊と．  

（写）周波数の割当可能性は、次のアからエまで（認定開設者が認定計画に従？て開設する  

特定基地局（以下「認定特定基地局ユという。．）にあっては、次のオ）に適合するも？で  

あること。・   

ア 周波数は、周波数割当計画（平成12年郵政省告示貫746号）に適合するものであ  

り、他の無線局iこ混信を与えないものであること。  

イ 周波数の数は、放送局を除き、当該・申請者の開設する他の無線局の使用周波数、構成  

しようとする通信系統、必要と認められる通信量、当該無轟局の地理的条件等からみて、   

当該無線局の目的を達成するため必要最小鹿のものであること，．   

り 放送局の周波数について臥放送用周波数使月計郵麺づ幸割当てが可串であることJ   

ニ 地方委任局について広別表1の区分に基づき周硬数の割当てが可能であること。た  

だし、総 合通，信．局 長（沖縄総合通信事務所長を含む。以下同じ。）■が地域周波数  
利用計画を策定した場合は、これによることができるe   

オ 周波致は、法昇27粂の13第4項に基づき措定された周波数（法第27条の14第  

3項の規定による変更があったときは∴変更後のもの）の範囲内であり、他の無線局に  

混信を与えないものであること∈  

（3）無線局事項書に記載された事項は、次のアからクまでに適合する．ものであること。  
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ア 無線局の目的、免許の主体及び開設の理由は、別表2の区分に適合するものであ   

ること。・ただしJ放送局にあっては、別表2に定めるもののほか、無最高の目的は 

免許規則別表某2号第1注2？の区分によるこ・ととし、放送業務を行うために腐設  
す右ものであること。また、認定特定基地局にあっては、この規定l■こかかわらず、   

無線局の目的が電気通信業務用であり、免許の主体が当蓼認定計画に係る認定開設   

者であること。 

イ ■根本基準第4条に該当する無線局の誌圃並びに根本基準第4条及び第8粂に該  

当する無線局の開設申請に対する電気通信集務用電気通信施設利用の基準は、別添  

Iのとおりとする。  

ウ．通信の相手方及び通信事項又は放送事項及び放送区域は、無農烏の目的及び開設   

を必要とする理由に照らし適正なも甲であること。ただし、琴定特定基地局にあ？   
ては、この鹿定にかかわらず、通信の相手方及び通信事項が当該認定計画に照らし  

適正なも甲であること。  

ェ・無線設備ゐ工事落成の予定期日は、原則として予備免許の月から6か月以内であ   

ること。たたし、鱒送局の無急設盾の工事落成の予定期日は、原則として予備卑許   

の日から1年以内であ‘ること。  

オ 希望する運用許容時間は、その事莫又は業務の遂行 

カ 無線設備の設置場所は」次の条件に適合するものであることい  

（ア）・設置場所に係る土地及び建物は、予備免許又は免許を受け■在役に軍いて任用で  

きる十分な見通しがあること。  

（イ）他の無鹿局に対レ当惑崇農局？与える臨信妨害又は当該無線局が他の無線局  

声；受ける混信妨亭の度合いが十分小さいものであること。  

（ウ）同一構内等至近距離に2以上の空中急が設置盲れる琴合は、十分その必要が藷   

められるものであり、かつ、相互中温信妨害の度合いが十分小さいもめである与  

と。  

（エ）轟定の・固定地点間の無線通信を行う無線局は、回線構成申可能な範臥；おいて、  

できる限り海抜高の低い地点であること。ただし、轟に山頂等の高所を希望する  

場合は、▲回線経路、回農系統、プロフィル、置局上の立地条件、他の侯帯地との  

利害損失等から‘みて、十分その必翠性が認め・られるものでちること。  

（オ）畠9b仙Ⅰヱ以上の電波を使用する特定の固定地点間の無線通信を行う無線局は、  

次のとおりであること。  

A 原則として回線釜路及びプロフィルからみて、地球の等価半鐘係数Kが0・8  
まで変化しでも、 

B 回線遺産及びプロフィルからみて、その電波伝搬路の地上投影面に建琴物等  

が建築された場合においても、五官な伝搬路が痙焦され、かづ、近傍反射によ  

る伝搬障害を受けない見込みのものであること．。  

C 回線経路からみて反射係数が大きいと認められる痘合は、．そのプロフィルか 

らみて適当なシールジング・リッジにより反射波が切られているものであ・る 

と。ただし、干渉性フェージングの影響を軽減するための無線設備を有する場  
合は、この限りでない。  

（力）使用周波数、伝送方式、回湯巻路、プロフィル等からみて、回農構成が適当と  

認められるものであること。 

（キ）移動する無轟局の恕勤昆囲は、▲無線局の如勺及び開設を必要とする理由に照ら  
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して必要な範翠であること。 

（ク）華道局の巻信空中浜ゐ位置は、山、高層建築物等により、 

ヤス．トあるい拝マルチパスを生ずるおそれが毒力ない巷所であること。   

キ 対地静止衛星に開設する電気通信業務用奈義局（本邦外の番所相互間の通信を媒   

介する菜雰を併せ行うも甲に由る．■）が本邦外の巷扉相互圃の通信に使用する周波数   

音域は、連用可能な周波数帯域ゐ2●0％以下であること‘  
グ 

組並びに報道番組及び娯薫香翠を設け、一週間の放送番組中、教育畢組1b％以上、   

教養書組20％以上を掩保し、改選者組の相互の間の調和を図ること。  

（4）自営国定通信システムと公衆網との接続モこ係る基本萬要件は、第⊥種電気通信善業  

’者が電気通信事業法（昭和59年法律第86音）貫52条第1項に基づき、当該接贋   

の請求を拒否しているものでないこと。 
一  

． 

のであること。必貢な審査は別添2r無象烏の免許申請等に対する電波天文妻妾の用  
に供する受唐設嘩の保護のための審査等J‘によること。  

（6）無人運用の奈義局等に対する無象従事者の選任ヒ？い七虹別添き．憮∧運用の奈   

農局考の条簸従事者の選任にづいて」によることができる、こキ。  
（7ト主任集線従事者の選任について軋別添A・r主缶詰纂従事者の監督の要素」を満足  

するものでちる与と卜  

（る）・ニ改選烏ゐ葉芽を経持す引こ即る財政的芸磋軋次ゐア孝平イに適合す右ものであ                    ■■－●   

ることこ   

ア．声第6粂第2琴募2号に規定する真裏設備の工事費については、当該鼓茸局を   

開設するために必要とする適正なエ軍費と■して東上されてI、る羊と。  

亭た、無音設備の工事費の支弁方法並びに篤農局の運用 

ては、事業計画の該当妻項及び事業収支見看りの中において適正に計上されているこ  

と。   

イ 法第6粂第2項貢等号た規定する事業計画及び事業収支見嶺りご．について乱丁そわ 

記載内容が当該地区における諾螢の状況等中ら判断して、客観的iこ適切な内容のもの   

であり、一種実にその事葺の計画を実施することができるものである■ことこ  

（9）．政道局板木皇準昇9筆算6項又正夢テ項の競走た基づき、－．め暑が法人又は団軒 
の議決権の・10分の1を超えるか又拝5分の1’以上の筆洗権を有しているか否かの判 

定は、－の者の名義虹係る嵩決権のほか、・次のアからケまでに掲げる巷合にあっては、ノ   

当該アからクまでに定めるところにより、これら・の議決権を合算して行うものとする  

こと。  
′   

ア ーの者が自己の計算により語法権を有する場合、 

者の名農が異なって†、ても、その昔決権は、当該－の看の有する議決権とするものと   

する。 

イ ーの暑が墓誌権の2分の1を違える蓋決権を有する法人又は団俸が、・放送局を   
開設しようとする者の議決権を有する場合、その詰鉄柱虹 

権とみなす。  

▲  
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ウ イの規定は、放送局を開設しようとする者の議決権を有する法人は団体と「の者と  

の間にこれら中音・と議決権の保有を通じた関係にある’1又は2以上の法人又は団体   

（以下「関連法人等」という。） 

団体がそれぞれの議決権の2分の1を超える議決権を垂該⊥の音叉は関連法人等（そ  

の議決権の2．分申1を超える議決権が当該－の者又は他の関連法人等によって保有  

されているものに限るふ）i羊よって保有されている場合に限る。）に準用する。  

（10）自営通信の分野において異免許人間通信又は異名義人間？有・無線接続通信を行う  

象合の基準は別添5のとおりとする。   

′ 第3章 無線局の免許等の個別審査  

（索凄局の局覆別審査） 

第4粂 無線局の局種別の垂査は、別紙1 

（景轟烏の目的別審査）  

第5条無線局の目的別の審査は、別紙2に定めると 

第寧章 垂線局の免許等の変更の許す  

（工事落成期限の延長）  

募6粂 法第8条第2項甲王事轟成の期限ゐ延長の申請書を受琴したときは、垂初子期す  

ることができなかった事情の発生等工事落成の期限を延長す阜に相当な理由があろもゐ   

でぁるかどうかを審査し 

長する。   

（工事設計及び通信事項等の変更の許可）  

第7粂 法第9条夢1項又は第4項の規定に‘よるユ事設計の変更又豆通信の相手方、・通信   

事項、放送事項、放送区嘘若しくは票線設備の設置場所の変更の申請書を受重したとき  

は、衰3轟から第5条までの規定を準用して審査するとともに、無轟局の無策設備？設   

置場所又は移動範囲の変更が、無親局町目的等からみて無線局の同一性を存続させるも 

のであるかど．うかを審査し、適合していると認め 

（無線局の目的変更め許可）一  

第8条 

3条から第5粂までの規定を準用して審査するとともに、次の 

うかを審査し、適合していると認め・るときは、・許可する。  

（1）第一種電気通信事業者が電気通信事業法第土▲5粂の環定たよる委託契約を等該免許  

人との間で緯藷する意思を有すること。  

（2）当該免藷人が無策局の冒的変更た伴う通碍の相手方又は通信事項の変更申請を併せ  

て行っていること。   

（窯轟設備P変更の工事等の許可）  

第9粂 

しくは窯凝設備の設置場所の変更又は喪凄設備の変更の工事の申請書を受理したときは、   

第5粂の規定を重用して審査し、適合してい●ると認めると書は⊥許可する。  

l   



（指定事項の変更）  

第10粂 韓第19粂の規定による識別信号、電波・中型式、周・波数、空中線電力又鱒運   

用許容時間の指定の変更の申請書を受理したときは、第3粂から第5条までの規定を  

準用して審査し、 

号は、・第8章に定める識別信与の措定基準により指定を変更する。  

（免許人及び予備免許を受けた者の地位の承継の許可）  

第11集 注第20粂一貫主項若トくは第3項の規定による無親局の免許人の地位の承細   

又は同条第8項の規定による法第8条わ予備免許を受けた者の埠位の承継の申請書を   

受理したときは、第3粂から第5粂までの規定を準用して審査し」・適合．していると認  

めるときは、許可する。  

（外国において取得した船舶又は航空棲の免許の特印 

第12条 法華27条の規衰によ．る外国において取得した船舶又は航空機の無線局に係   

る無線局免許申請書を支署したときは、 

適合していると認める■ときは、免許を与える。  

（1） 

（2）希望する周波数が、・予定航路において必要とされる同率数であること。  

算5章 特定無線局の免許等の審査   

（特定無凄局の包括免許及び再免許）  

第1▲3粂 法第27粂わ3の申請書並びにそれに添付される免許規則に定める無親局事  

項言及び工事設計書を受理したときは、法第27粂の4の規定に基づき、その申請が   

次の基準に適合している声ユどうかを審査し、適合している七認めるときは、・免許又は  

再免許を与える。  

（1）無凄設備の規格は、施行規則第15条の3各号に掲げる無轟局であって、当該各  

号に掲げるもののいずれかに該当するものであること。  

（2）無線設慮は、法第38条の・2第1項の技術基準適合証明を受けているものヤある  

こと。  

（3）・周波数の割当可能性は、次めアからウまでに適合するものであること。  

ア 周波数は、周波数鱒当計画に適合するものであること。  

イ周疲数の範囲は、通信の相手方となる篤農局の使用周波数、構成しよう．とする通信・   

東統、必要と認められる通信量、当該無農局の地理的条件等からみて、当該無線局の  

目的を達成するため必要最小限のものセあること。 

ウ 地方委任者について鱒、別表iの区分に基づき周波数の筈憎てが可能であるこ  

と。 

（4）無歳局の目的、免許の主体及び開設の理由は、別表2の区分に適合するものセあ   

ること。  

（5）特定無碍局？連用開始の予定親日笹、原則として免許の日から6か月以内で奉る   

こと。  

（6）最大運用敦は、運用開始の日（再免許寺請の場合にあっては、再免許の日）以後、   

免許の有効期間中におl†る牢年度末又は専事業年度の利用者数（運用費）見込み及  

びそわ算出根拠が事業計画等から妥当と認められるものであること。  

∂   



（7）－特定無線局の嘩信の相手方が外国の人工衛星局の場合にあっては、次の■ァからエ   

まセに適合するものであること。  

ア■人工衛星の軌道又は位置については、日本国との間において無線通信規則に基   

づく国際調整が完了しているものであり、か？、 

により運用さ中るものであるこ・と。  

イ 特定無線局わ運用開始の予定期日から包括免許の有効期間満了ゐ日までの問は、特  

定無線局の自的を遂行するために必要となる数の人工衛星局が使用できる十分な見通  

しがある土と。   

ゥ人工衛星局の通信の相手方であって、陸上に開設する移動しない無線局（人エ   

衛星の位置、姿勢等の制御を目的とするもの以外）について、利用者の需要に照  

らして適正な回線敦を確真に確保できるもの七卒ること。  

エ・J・囁走無線局の適正な軌跡を確保するための契約書等の暑類が存在・し昂話割こ  

よる通信の制御が適正かつ確真に行われるものセあること。   

（運用開始期隈の延長）  

昇 

期することができ一なかった事構の発生等・運用開始の期限を延長するに相当な理由があ   

るものであるかどうかを審査し、そ 

られる範囲内で運用卿台の期限を延長する。  

（無寂設鱒の変更の工事等の許可）  

第15条 法第27粂わ8わ規定に－よる免許申請の際に提出．した工事設計と異なるエ事  

設計に皇づく無歳設備を無線通信の用に供するための許可申請書を受理したときは、   

当該無線設備の規格が孝則こ免許を受けている特定森患局の無線設備の規格と同一であ   

ってこかつ、技術基準適合証明を受けていると認める七きは∴許可する．   

（指貫事項の変更） 

東1・6粂■港革27■粂の9の鎮定に苫石電波の型式∴周雷数∴空苧凄竃万又は指定無薯   

局数の指定の変更ゐ申請書を受理したときは二■第13粂及び次条の規定を準用して審   

査し、電波の能率的な利用の確保、その他その変更の必要性が認められるときは、・指   

定を変更する。 

（個別審査）  

第17粂 特定無凄局の目的別の審査は、別紙2の第4のとおりとする。  

貫5章の2’特定基地局の開設計画の認定等の審査   

（特定基地局の開設計画の認定）  

第17粂の2 免許規則第25粂の4 

27粂のユ3第4項各号の競走に基づき、その申請が次の各号に適合しているかどう   

かを審査し、適合していると認め争‘ときは、認定すろ。ただしJ同項各号に適合する   
開設計画に指定することのできる周波数が不足する場合には二 当該開設計画の開設指  
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針への適合性の度合い及び実施の確宰性の度合いからみて最も電波の公平かつ能率的   

な利用が確保－され、もって△其の福祉の増進に寄与するものが優先するものとする。   

（1）開設計画が開設指針に照らし適切なものであること。   

（2）開設計画が確実に実施される見込みがあること。   

（3）●周波数の範囲が通信系に含まれる特定草地局の総数及びそれぞれの特定基地局の  

設置場所、必要と認められる通信量等からみて、当該通信系に含まれる特定基地局  

の目的を達成するため必要最小限のものであること。  

（開設計画の変更ゐ認定）   

第17粂の3・法第27粂の14第1項の開設計画の変更の認定の申請書を受理したと   

号は、前条（第3号を除く。）の規定を準用して審査するとと－もに、当初予期すること   

■・ができなかった事情の発生等閑設計画を変更するに相当な理由があるものであるかど   

う坤審奪しチの申請が適正であると認めるときは、変更を認定する。   

（周虚数の指定の変郵  

第iて姦の4 

ば二希軍ナる周波数が、鱒設指針に定める特定基地局に使用させることとする周波数   

及びその周波数の使用た顕する事項に適合するものであるか 

・に、第17条の2第3号の規定を準用して審査し、・ 

他その変更の必要性が畠められるときは、指定を変更する。 

（認定の有効期間の延長）   

第17条の5 法第27条の1◆4第4項の認定の有効期間の延長の申請書を受理したと  

きは、当初予期することができなかった事情？発生等認定の有効期間を延長するに相  

当な理由があるものであるかどう中を審査し、その申請が適正であると認めるときは、  

認定の有効期間を延長する。  

（魂定開設者の地位ゐ承継の許可）   

第◆17粂の6 法第・27粂の16において準用する法第20粂第2項卑び第3項の許可   

の申請書を受理したときは、第17・粂の2の規定を準用して審査し、適合していると  
●  

認めるときは、許可する。  

貫6章 外国の無線局の運用の許可  

（外国の無碍局の運用の許可）  

第18粂 法第103粂の5の規定による外国の無線局の運用甲許可の申請書を受理し   

たときは、次の各号に適合しているかどうかを審査し、適合していると認めるときは、   

許可する。  

（1）．電波の型式及び希望する周波数？範甲が、申請に係る無線局と通信の相手方を同  

じくする特定無親局の包括免許の電波の型式及び周波数の範囲内のものであること。  

（2）運用するすべての外国の無線局の空中線電力のうち，最大の空中線電力の値が、   

関連する包括免許の空中線電力を上回るものではないこと。  

クー～   



（顎 奈義設備の技術基準が、免許規則第31粂第2項第5号に基づき告示するものに適  

合するものであること。  

第7章 無象従事華甲免許等  

（無器従事者の免許） 

第19条 従事者規則第46奥の申請書類を受空したときは、別釈3の1に定めると・ころ   

によ 

（奈義従事者養成課程の認定）  

棄20粂 従事者規則第22．条第1項の申請書類を受聾したときは、▼別紙3の2に従い、   

従事者規則第21粂第1項各号に掲げる基準及び同・条昇3項の規定に適合しているかど  

・うか審査するものとする。   

（長期重責成課程の認定） 

第21粂・従事者規則第2●2粂第2項q申請書類を受空したときは、■別紙3の亘 

従事者規則第21粂第2項各号に掲げる基準及び同条第3項の規定に適合していもかど   

うかを審査し（適合していると認めるときは、認定する。   
（認定講習謀臣の恵定）・  

第22．条 従事者規則第35条の申請書類を受理したときは、別紙3の4に掛、、従事者  

鏡則第34粂各号た掲げる基準に適合して 

るときは、認定する，   

■（≠校等の東定）  

第2司条儲字音規則第14粂の申請書類を真空したときは、平成畠年郵政省告示第27   

9号（学校等の認定基準を定める件）．の認定基準た適合しているかどうかを書類及び冥   

鞄により審査し、適合していると認めるときは、認定する。 

（学校の教育課鎧に開設している奈義通信笹関する科目の痙認）  

第24条 従事者規則訝3・1条衰2項？申請書蕉を安寧したときは、別紙うめ5により書  

重し、適合していると認めるときは、確 。   

（船舶局無線従事者証明）  

昇25条 従事者規則第53粂の申請書類を受理したときは、別紙3の6により審査し、   

適合していると認めるときは、 

＝一（認定新規訓玩等の認定） 

第2 

適合していると認めるときは、認定ナる。  

第8華 琴別信号の指定量準 

（識別信号の措定）  

宗27粂 島貫8条第1項の競定により無線局に指定ナる呼出符号（標琵符号を含む。）．、   

呼出名称その他の恋務省令で定める誌別信号は、別表3の区分の指定基準に基づき指定  

を行う。   

（法第4粂第3号に規定ナる無線局の呼出符号又は呼出名称の指定）  

10   



第28条 施行規則第■6粂の3第1項の規定による’呼出符号又I享呼出名称の指定申請書を  

受理したときは、その申請が次の各号に適合しているかどうかを審査し、適合している   

と認めるときは、別表3の表3の指定基準に基づき指定する。  

（1）申請書は、施行規則別表第1号の様式のものであること。  

（2）デジタルコードレス電話の無線局については、1件の指定申請数が50，000を  

超えないものであること。  ′  

（3）コードレス電話の無線局については、指定を受けた後おおむね3か月で無凍設備に  

組み込まれるものであること。  

第9章 電波法令の抄録等の認定   

（無線局に備え付ける電波法令の抄録の琴定）  

第29条 施行規則第38条第4項の規定によるアマチュア局、簡易無簾局等が法及びこ   

叫こ基づく命令の集録に代えて備え付けることができる抄録の認定に係る申請書を受理   

したときは、その申請が次の各号に適合しているかどう 

めるときは、認定するぅ  

（1）法及び土．れに基づく命令のう・ち、当該無線局を適法に運用する上で必要不可欠な事  

項が収録されていること。 

（2）抄録の形状が、無線局に備考付けておく書類として適する大きさであること。   

（呼出符号表等に代えられる書類の認定）  

第30粂 施行規則第38条第6項の規定による海上移動業務において使用されるアルフ   

ァベット順又は番号順わ局の呼出符号又は識別符号の表、海岸局の局名録、船舶局の局   

名録並びに琴線測位局及び特別革務の局の局名録の認定に係る申請書を受理したときは、   

その申請が次の各号に適合しているかどうか審査し、適合していると認めるときは、▼．琴   

定する。  

（1）船上等において使用する？に適当な大きさのものであること。  

（2）使用されている略号及び記号は原則として無線通信規則に掲げるものであること。  

（3）局名、呼出符号等必要な事項が収録されていること。  

（勾 局名緑の名称（2以上の局名録を合わせて編集したもの七ついては、その内容を示す  

適当な名称）、収録年月日及び発行者名を付した表紙が付されていること。  

第10章事業者の点検能力の認定等  

（事業者の点検能力の認定）  

第31粂 認定点検規則第7条の申請書及びそれに添付される業務の実施の方法を定めた   

書類（以下「業務実施方法書」という。）等を受理したときは、法第24条の2第1項又   

は貫24条の9第1項の規定に基づき、そめ申請が次の各号に適合しているかどうかを   

審査し、適合してい争と認めるときは、認定する。  

（1）認定の申請については、次の条件に適合しているものであること。  

ア 認定点検規則第2条に規定する認定の区分ごとに申請されていること。 

イ申請書が申請者の住所又は点検の事業を行う事業所（以下「事業所」という。）の  
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所在地を管轄する、総合．嵐信＿■蜃‥皐．（法第24条の9第1項の認定においては、  

1関東給合重信局キ，とするら以下この粂において向じ。）に濃出されていることら  

（2）点模員については、認定の区分及び点検を行う悪縁設備等に係る無線局の種別又は   

特定無線設備の種別に応じ、認定点検規則第3粂の規定による点検具の要件に適合し   

ていることを次の書類により確認できるものであること．。   

ア 無線従事者の資格を有する者の場合は、無線従事者の免許証の写し   

イ 外国政府が発給した無線通信・規則に基づく資格の証明書を有する者の場合は∴当  

該証明書の写し  

ウ 学校の卒業者の場合は、卒業証明書及び次に掲げる科目のすべて又は一部？科目  

を履修したことを証明する書類   

げ）無線機器芋その他無琴機器に関する科目   

（イ）■電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 

（ウ）電子計測その他無線測定に関する科目   

（り 通信工学   

（わ 通信技術   

（カ）・電波法規その他電波法令に関する科目   

工 学校の卒業者の場合の業務の経歴を証明する書類は、■企業等の雇用主等・が無線設  

備の機器の試験こ調整又は保守の業務に従者した事実を証明する書類 

オ 第三覆点検事業の業琴に5年以上従事した経験を有する看であって、第二薩点検  

事業甲業務を行おうとするものは、企業等の雇用主等が当該期間従事した事実を証  

明する書類   

力 認定点検規則附則第3項により、・認定点検規則第3粂第2号又は第3号に規定す   

る要件を満たしているものとみなす場合の適用を受けようとする者は、 

用主等がその事実を証明する書類  

（3）業務実施方法署に記載される業務の実施の方法については、次の事項について適正   

に規定されているものである土と。   

ア 認定の区分及び点検を行う無線設備等に係争無線局の種別又は特定無線設備の種  

別   

イ 点検を行う事業所の名称及びその所在地   

ウ 申請者が法人の場合であって▲複数の事業所において点検？業務を行おうとする  

場合には、各事業所の点検の業務に関する全般的な管理及び責任体制   

工 点検の業務を行おうとする事業所に串いて確保すべき点検員及び測定器専   

オ 点検員の氏名及び資格等   

力 点検に用いる測定器等の名称、型式、製茸事業者名及び製造番号   

キ 点検に用いる測定 

事項が確保されていること又はその実施体制等が明確になっていることp  

の 点検に用いる測定器等の保守を定期的に行うこ■とが定められていること。   

（イ）点検に用いる測定器等の管理責任者及び管理の方法が定められていること。   

（ウ）点検に用ヤ、る測定器等の較正の現状及び今後の計画が定められていること。   

（エ）点検に用いる測定器等のうち、認定点検規則第6粂第2号の較正であって、総  

務大臣が認めるものは、当該校正が行われる国の測定に係る計量値に関する国家  

12   



標準に対してトレーサビリティを有する標準器を使用して行う較正であって、較  

正が完了した旨の証明が付されているものであること。   

の 点検に用いる測定器等の認定点検規則第6条第3号わ校正は、次の基準を満た  

すものであること。  

A 絵務大臣若しくは指定較正機関による較正又は認定点検規則第6条第1号若  

しくは第2号による較正を受けた測定器等（認定点検規則附則第2項に定吟る   

総務大臣が別に告示する要件に該当する較正を受けている測定器等を含む。以  

下「白・社内較正用標準器」という。）と無線設備の点検に用いる測定器等が区分  

され、かつ、その体系が確立されていること。  

B 自社内較正用標準器は、毎年1回総務大牢若しくは指定較正確関による改正  

又は認定点検規則第6粂第1音叉は第2号による較正を受けるものであること。  
C 自社内較牢用標準轟は、点検に使用する測定器等を較正するに十分な精蜃を  

有するものであること。  

D Bによる自社内較正用標重器を用いて行う較正の実碍方法が明確に規定され  

ていること。  

E■較正の記録が確実に保管されるよう規定されていること。   

F 自社内較正た係る測定器等の管理責任者及び管直の方法を定めてし†ること。  

G 自社内較正用標準器と無親設備の点検に使用する測定器等の区分方法とその  

体系を確立すること。  

ク 点検に用いる測定器等を新車に測定器製造事業者から購入した場合、当該測定器   

製造業者がキの規定を満たしている場合には、較正が行われているものとする。  

ケ 点検の実施方法にウいて 

’l  ころによるものであること。ただし、・同告示に定める点検の実施方法によるほか他   
の方法によって実施する場合は、その点検の実施の方法が明確に記載され、かつ適   

正に定められていること。  

コ．点検の一 

と。  

サ 点検の業務に関する帳簿、 

適正に定められていること。  

シ 点検に用いる測定器等を計測器の貸与を役務とする事尭者（以下「計測器貸与事   

業者」という。）から借用する場合には、次に掲げる事項を満たすものであること。   

F）業務実施方法書に点検に使用した測定器等の名称、型式、袈造音名及び製造番  

号を記載すること。  

（イ）計測器貸与事業者の名称及び当該計測轟貸与事業者がキの規定を満たすことが  

記載された書痩を鱒付すること。  

ス シの規定を適用する当該計測器貸与事業者は次の書類を郵政大臣に提出している   

こと。ただし、当該計測器貸与事業者が認定点検事業者の認定を受けている場合は、   

当該認定申請に当たって提出した業務実施方法書の関係書類に代えることができる。   

の測定器等の較正の実施方法  

（イ）貸与する測定器等の一覧  

（業務実施方法書の記載事項の変更）  
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第32条 認定点検規則第9条の規定による業務実施方法書の記載事項の変更の申請書を  

受理したときは、前奏各号の規定を準用して審査し、適合していると認めるときは、承   

認する。  

第11章 指定証明機関等の指定等 

（指定証由機関の指勒 

第33粂 証明規則第9粂の申請書及びそれに添付される書類を受理したときは、法第3   

8条の3第1項に 

どうかを審査し、適合していると認めるときは、指定する。 

（1）準第38条の2第1項の特定無線設備の．技術基準適合証明（以下この条においてr技   

術基準適合証明」 

るものであること。  

ア 技術基準適合証明の業務を行 

れており、当該業務を円滑た行 

イ 技術基準適合証明の業務を行おうとする事務所ごとに証明員が確実に琴任される  

ものである羊と。  

ウ■ 技術基準適合証明の審李に使用す卑測定器その他の設備（以下この粂において「測  

定器等」という。）が確実に調達されるものであることム  

主 剤定器等の保守及び管理体制が適正であり、投正の計画が定められていること。  

オ 申請の手続、審査ゐ手順等技術基準適合証明の業務の実施方法が適正かつ明確で  

あること。  

（2）■技術基準適合証明の業務の実時に関する．計画を適正かつ確実に実施するに足りる財  

政的基礎接、次のア及びイに適合するものであること。  

ア 技術基準適合証明の業務を実施するために必要な財産を有し、又は実施するため  

に必要な資金が確実に調達されるものであること。   

イ 痩術基準適合証明の業務に係る事業収支見積りの算担が適正かつ明確であり、当   

該事業収 

（3）申請者が技術基準適合証明の業務以外の業務を行ってい．る場合には、その業務を行   

うことによって特恵の者に対し不当な差別的取扱いをする等技術基準適合証明が不公  

正になるおそれがないこと。  

（4）その指定によって技術基準適合証明・が不公正に行われる等申請に係る区分の技術基  

準適合証明の業務の適正かつ確実な実施を阻害することとならないこと（甲－の指定   

の区分について複数の指定証明機関を指定する場合に限る。）。   

（承認証明機関の承認）  

第34条 証明規則第39条の申請書及びそれに添付される書類を受理したときは、前条   

の規定（（4）を除く。）・を準用して審査し、適合していると認める■ときは、承認する。   

（指定講習機関の指定）  

第35条 従事者規則第76条の申請書及びそれに添付される書類を受理したときは、第   

33条の規定（（1）のイからオまでを除く。）を準用して審査するほやゝ、法第39条第7項の   

講習の業務の実施に関する計画について、その申請が次の（1）及び（2）に適合しているかど  
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うかを審査し、適合していると認めるときは、指定する。  

（1）講習に使用する講習会場等の講習施設が確保される見込みがあること。  

（2）申請の手続、講習の科目等講習の業務の実施の方法が適正かつ明確であること。  

（指定試験機廟の指定）  

第36条 従事者規則第86粂の申請書及びそれに添付される書痕を受理したときは、第   

33条の規定（（1）のウからオま．で及び（4）を除く。）せ準用して審査するほか、法第4，6条   

第1項の試験事務の実施に関する計画について、その申請が次の各号に適合しているか   

どうかを審査し、適合していると認め‘るときは、指定する。  

（1）試験に使用する試験会場等の試験施設が確保される見込みがあること。  

（2）申請の手続、試験問題の作成方法等試験の業務の実施の方法が適正かつ明確である  

こと。  

（3）試験員について、従事者規則第白7条第1項第1号ノ〕、同項第2号二及び第3号二   

並びに同条第2項及び第3項の規定により、それぞれ∴総務大臣が同条第1項第1号イ  
若しくはロ二同項第2号イ、甲若しくはノ＼、同項第．3号イ、ロ若しくはノ＼又は同条第   

2項若しくは第3・項に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認める者は、別   

紙3の8のうちのいずれかに該当する者とするニ   

（電波有効利用促進センターの指定）  

第37条 施行規則第51粂の5の申請書及びそれに添付される書類を受坦したときは、 

法第102条の17第1項に規定する指定の基準に基づき 

しているかどうかを審査し、適合していると認めるときは、指定する。  

（1）法第102粂の17第2項に規定する業務（以下．「センターの業務」という。）は、   

次のアからエまでに定めるところに 

ア 法第102条の17第2項第・1号の業務は、混信に関する状況、免許申請の方法、  

使用可能な周波数の選択等無線局の開設等に際して必要とされる事項に関して必要  

な指導又は助言を行うものであること。  

イ．法第102条の17■第2項第2号の業務は、周厳数の変更のスケジュール、変更  

彼の周波数配置等円滑な周波数の移行を確保するために必要な事項、周波数有効利  

用技術を用いた設備笹関する事項等電波の公平かつ能率的なチリ用を確保するために  

必要となる情報の収集及び捷供を行うものであること。  

ウ■法第102条の17第2項第3号の業務は、周波数有効利用技術の開発動向に関  

する情報の収集及び解析、電波伝搬特性に関する調査研究並びにこれらの成果に関  

する広報活動等を行うものであること。－  

エ 法第102条の．17第2項第4号の業務は、無碍局の免許人等に対する混信の除  

去又は防止、周波数有効利用技緬の導入の促進等軍波の有効かつ適正な利用に資す  

る啓発活動等を行うものであること。  

（2）センターの業務を実施するために必軍な財産を有し、又は実施するために必要な資  

金が確実に調達されるものであること。  

（3） 

見積りが．合理的に作成されていること。  

（4）センターの業務を行う組織及びその運営体制が明確かつ合理的に定められており、  

当該業務を円滑に行うに足りる職員が確実に確保されるものであること。  
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（5）センターの業務の実施の方法鱒、センターの業務の利用の手続に関する事項等当該  

業務の実施に関して必要な事項が適正かつ明確に定められていること。  

（電波有効利用促進センタ⊥の業務規直の認可及び変更の認可）  

第3 

そゐ申請が次の各号に適合しているかどうかを審査し、適合していると認めるときは、   

認可する。  

（1）施行規則第51条の7に規定する事項が適正カiっ明確に定められていること。   

仔）手数料の額は、次のアからオまでゐ考え方に基づき算定され、業務の能率的な運営   

の下における原価笹原らして妥当なもわであること。  

ア 手数料原価計算期間は、原則として将来の3年間とすることb   

イ 手数料原価の算出に当たっては、合理的な予測に奉づく需要見込み並びに設備及  

び要員に関する計画を前掛こ行われているものである■こと。  

ウ‾手数料算定上の原価は、・申請者が行う事業全体の原価から、申請に係る業務以外  

の業務 

エ手数料算卿ご当たって固有の原価の把握が因趣な部分にいては．、設備甲占有又  

は要員の専従に係る時間比その他の合理的な基準によ■り分計されていること。 

オ 手数料体系は、コストを基礎とし、社会的、経済的にみて合理的なものであ 

と。  

（3）特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでなし1こと’。  

（指定較正鱒関の指定） 

第39条 較正規則第8条の申請書及びそれに添付される書類を受理したときは、第33   

粂の規定を準用して審査し、適合■していると認める■ときは、指定する。  
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附 則   

この訓令は、平成13年1月6日から施行する。ただし、次の奉り左欄に掲げさ項目中、  

中洞に掲げる規定は、この訓令の施行の日から平成13年1月白1；目まで甲間は、右欄に  

掲げる規定 

別紙1第 

の項 ては、27とする。   設備についそは、27とす  
インマルサッ・トF型の無線設備につい  

ては、無線高速データによる通信を行  
う場合は、32、その他の通信を行う  

場合は、26とする。   

別紙2第2の＿3の  デジタルMCA陸上移動通信を行う  ，デジタルMCA陸上移動   
項（1．1）アド）A・（B）  無線局又【±デジタル機能試験用無線局  嘩信を行う無線局又はデジ  

a 基地局及び陸上移動局 並びにそ  ・タル機能試験用無線后  

れらの機能試験用無線局   rDIB，DIC，D・1D，DIE， 
rDIB，DIC，DID．DIE，   D・1F，DlX，D 

DIF，PlX，GID」・とする。  と 

b陸上移動中継局及びその機能試験  

用無線局  

「D7W，D7Ⅹ，Ⅹ7W，Ⅹ7Ⅹ」とする。   

別紙2第2の3の  1C．デジタルMCA制御局   Cl二5GHヱ帯の周波数を瞳   

項（11）ア糾C  （朗 変調方式   用するデジタルMCA制  
音声等を伝送する場合にば、■マ  御局  

ルチサブキャリア16値直交振  （勾・・送信装置の電送速度  

幅変調（以下「M16   －は、64kbpsであるこ  

QAM」という。）（サブキャリア  と。   

数は4とする。）とする。  
パケット通信を行う場合には、  

適応変調方式を採用し、M  
16QAM、・マノレチサブキャリテ午  

相位相変調（以下「MQPSK」 

いう。）又はマルチサブキャリア  

64値直交振 
「M64QAM」という。）．（サブキ  

ヤリア数はそれぞれ4とする。） 

とする。  

田）送信装置の垂送速度は、MQPSK  

の場合には32址甲S以下、M  
16QAMの場合には64kbps以  
下、M64QAMの場合には96kbps  

以下であること。   

別紙2第2の3の  （刃 変調方式  

項（11）ア伊）E   音声等を伝送する場合には、M  

16QAM（サブキャリア弊は4と  

する。）とする。  
パケット通信を行う場合には、   

川－1   



・■適応変調方式を採用し、M   仏）送信装置の伝送速度  

16QA叫MQPSK又はM64QAM   は、 

（サブキャリア数はそれぞれ4  字。   

とする。）とする。  

田） 送信装革の伝送速度は、  
MQPSKの場合には畠2kbps以  
下、M16QAMの場合には  
64kl）pS以下、－M64QAMの場  

合には96kbps以下であるこ  

と。  

別紙2第3の1の  材）インマルサットミニ山型   （わインマルサットミニM型   

項（4）カの   A無線高速データによる嘩信を行  

う場合  

25デシベル  

Bその他の通信を行う■場合   

／占、1   



集魚長の目的   用途等  

電気重傷藁雰用   電気通信業務用  

携帯・台勤事象縁電話遺伝用 

信用 
FHS月 
病室機念綜篭蓋蓮雇用  

空港彗綜電話重信用  

航空鼓緻声一夕董信用  

巨際公衆着信月  

轟触垂危用  
電気遷虐事菜重曹月   竜先達信事業運漕用  

■－  亡 ・電気重信事業運営用  

警察局   

・・．＝．．  

検察用 予■壬三．二：  

二三＝：乃i・＝・て‾‘ロー己二’1  

ご：∃＝≡ ニー ；・ミ■′．▼  

海上鳥安月 一  海上条章用脚  
■■  

（航塵験聯  
（船舶廟二  

海上停重用■  

，■一  

・（真椒 
■■  の■  

辟擾圃  

竜邑出脚     行美装〉．  

航空保安用   

航妹宏点呼曜航管理ト  

航空焦安用  

可丁  

航産廃重用  

防衛用   亘 二1j：1吾・コ  

脚     行）  
陳用（尭蜘・  

気条月 1‾＝＝三  

気象用（莞勤医走）  

ー壬≧＝：   永躍路用（水防進路）  

水防置露用（具免許人間重信）  

防災行政用 一 防狩〒敦用（防災行酎 

防災行改用（異免許人同重信）  ．■  

防災相互重信用  

地朝野災真義連虐月  

鰐防用   lき或＝：  
ヽヽ   

弓   
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消防防災用   消防防災用（消防防災）  

消防防災用（異免許人間通信）   

水防用   水防用（水防）  

水防用（異免許人間通信）   

地方行政用 地方行政用  

地域共同広報用  

地方公共団体用   

公害対算用   公害対策用 

防災対策用   防災対策用   

土地改良事琴用   土地改良事業用  

干拓事業月］   

官公庁用   官公庁用  

税関用－ 

検疫月  

麻薬取結月］  

入国管理用  

国税用 

労働基準監督用  

公安調査用  

矯正管理用  

岳気道倍監理用  

郵政監察用  

外苦行政事務用  

国章事務用  

防災用（国土庁）  

運検閲係災害対策用  

外交用  

外国公務席  

郵便事業用  

電気通信規律用  

厚生事恕用  

食盤事務用（食塩庁）  

北海道開発事業用  

乳量作業用（国土地理院）  

林業用（林野庁）  

公園管軍用 

放射能汚染管理用   

放送用   中波放送  

短波放送  

超短波放送  

超短波音声多重放送  

超短波文字多重放送  

超鹿波データ多重放送  

標準テレビジョン放送  

標準テレビジョン音声多重放送  

標準テレビジョン文字多重放送  

標準テレビジョンデータ多重放送  

標削●シ●ユン朝出迭と静t●シ●ヨ行●っ多重放送を併せ行う・もの  

高精細度テレビジョン放送   

ノ  
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高精細度テレビジョン音声多重放送。  

高精細度テレビジョンデータ多重放送 

放送試験用   放送試験用   

放送事業用   放送事業用  

取材用 

番組中継用  

放暮その他用  

委託放茸業務用   

有線テレビジョン放送事業用   有線テレビジョン放送事業用   

鉄道事業用   戯道事業周（列車防護警報）  

鉄道事業用（貨客車の安全運行）  

貨客運送事業用 

地方鉄道用  

乗革具無線用  

保線作琴用  

列車無線用  

列車接近警報用t  

構内入換作業用 

踏切道上瞳壷物探知用  

新幹線琴線延需作重用  

薪幹線接近警報廟  

鉄道事業用・電気通信事務用   

電気事業用   電気事業用  

電気保衰業務用  

電気事業の広域運営用   

水資源開発用  水資源開発用‘（水資源開発）  

水資源開発用 

道路交通情報通信用   道路交通情報通信用   

道路管理用   道路管理用（道蕗管理） 

道路管理用（異免許人間通信）  

道路管理應（交通情報）  

道路管理用（道路情報）  

本四連絡橋公団事業用（本四連藤橋公団）  

本四連絡橋公団事業用（異免許人間通信） 

本四連絡橋公団事業用く交通情報） 

ガス事業用   ガス事業用  

ガス水道事業用 

軌道用’ 軌道用   

索道用   索挙用   

MCA陸上移動通信用   MCA陸上移動通信用  
叫CA陸上通信用（陸上移動通信殻備試験）  

MCA陸上通信用（陸上通信及び制御局試験等）   

一般乗合旅客自動車運送事業用  「般乗合旅客自動車運董事業用′   

一般票用旅客自動車運送事業用  一般乗用旅客自動車運送事業用   

一般貸切旅客自動喜連貴幸菓用  

旅客自動車運送車業用 

貨物自動車運送事業用  貨物自動車運送事業用   

±ンテナ荷役用   コンテナ荷役用   

ノ
 
 

｛
 
 
 
 
 
■
一
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上下水道用   水道事業用．  

ガろ水道事業用   

新聞通信用   新聞通信用   

赤十字用   赤十字用 

金融事業用   金融事業用  

金融保険事業用 －   

警備保障用   警備保障用（現金等安全輸送）  

警備保睦月（警備保障業）   

非常警報用   非常誓報用   

農業協同組合用   農業協同組合用  

農業兵済組合事業用  

農業用  

農畜産物改良用  

農業水利事業用  

農地開拓事業用   

漁業協同組合用   漁業協同組合用  

漁業共済組合事業用   

琴林組合用   森林組合用  

林業用 

．広帯域テレメーター用   広帯域テレメーター用 

アマチュア業務用   アマチュア業務用  

テヰチュア業務用（宇宙無線通信を含む。）   

山岳遭難対策用   山岳遭難対策用   

自動喜教習用   自動車教習用   

音響業務用   音響業務用   

教育用  教育用 

電波伝搬試験用   電波伝搬試験用 

無線稔器製造事業用   無線機器製造事業用   

展示用 ●．   展示用   

アルゴスシステムデータ・伝貴用  アル亨スシステムデータ伝送用   

水先業務用・引き船業務用又は・  水先業務用   

船舶の接岸・係官業務用   引き船莫務用  

接岸援助用  

操船援助用   

海難救助用   海難救助用  

海兼用   

海上運送事業用   海上運送事業用  

海上水上運輪その他用  

海運事業用  

海運事業・電気通信業務用  

港湾藁葺事業用   

スポーツ及びレジャー用   スポ⊥ッ・■・レジャー用  

ダライダ「練習用  

航空レジャー用  

喜一タスボーッ競技訓練用  

ヨット等用  

ヨットレース用  

競技訓練用   
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漁業指導監督用 漁業指導監督用（漁業取路用）  

漁業指導監督用（漁業指導軍曹）  

漁業指導監督風（漁業調査）  

漁業指導監督用・（無線標定）   

漁業用   漁業用（漁業通信）  

漁業用（魚群探知の伝送）  

漁業用（漁業通信及び船舶の航行）  

漁業貞（無患標定）  

漁業・電気通信業務用 

漁業・海運事業・電気通信業苓用   

漁貨物用   漁貨物用   

航空事革用   航空事業用 

定期航空運送事業用  

不定期航空運送事業用 

航空機使用事業用  

森行訓練用  

自家用  

運航管：堅用  ～．． 

兎行援助用   飛行援助用 

航空捜の製造又は修理事業用   航空機製造修理事業用  

飛行試験用   

航空関係事業用   航空阻係事業用＿く航空関係事業）  

航空関係事業應（地上管制）   

その砲   熱供給事琴用  

土木翠設事業用  

設備工事事業用  

測量設計業務用1  

石油事業用  

鉱業用  

炭坑用  

核燃料事業用  

侵入嶺知用  

路側通信用  

放流警報用  

宇宙開発用  

宇宙運用業務用  

衛星管制業務用  

霧警報用 

医療業琴用  

医療・福祉用  

パーソナル用  

学術研究用  

鉄道技術研究用  

宇宙実験廟  

科学実験用  

技術試験用   放送実験用   

開発実験用  

笥
ノ
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通信実験用  

実験用  

地震又は火山噴火予知革測用  

無感機器開発用  

無線操縦発信器用  

航空機各部の多点観測凰  

公共業務附帯事務用  

△共業務用 

公益事業用  

製造販売修理事業用  

鉄鋼事業用  

石油販売用  

給油事業用  

出版・印刷事業用  

倉庫事業用  

不動産事業用  

サービネ事業用  

簡易な業苦用  

地域振興用  

イベント用  

観光用  

労働組合用  

選垂活動用  

広報業務應  

宗教団体活動用  

奉仕活動用 

作業連器用  

社会福祉事業用 

読争事業用  

競馬事業用  

構内無線業務用  

位置碍号琴務用  

琴穎雇定業務用  

無線呼出業務用 

開発事業用  

火薬管理事業用  

施療保守管理運営用  

各種業務用  

沿岸監視用 

旅客航路事業用 

一般旅客定期航路事業用  

特定旅客定期航路事業用  

旅客定期航路事業用  

旅客不定期航路事業用 

無線航行用  

海事用 

小型船舶通信用  

船舶相互通信用  

海上測量業務用  

：ノ  
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造船事業用  

港湾管理用  

航路警戒用  

港務嘩信用  

港湾工事用  

サルべTジ事業用  

捜奉救助作業用  

海底資源開発事業用（海底資渡閉轟事業）  

海底資源開発事業用（無線標識）  

海底資坂野発事業用（無線標定）  

東方向無線電話用  

船上通信用  

レーダ丁用 

衛星非常用位置指示無線標識用  

狭帯域直接印刷電信（NBDi）用  
デジタル選択呼出（DSC）用  

特定ラジオ・マイク用  
て－三う   
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2 無線局の目的又は用途等ごとの周波数「覧表（以下「地域周波数利用計画策定基準一覧   

表」という。）   

別表の地域周波数利用計画策定基準一覧表に示す項目は次のとおり－。   

第 

第 2号．陸上移動業務及び携帯移動業務の局  

海岸局、船舶局、船舶地球局、遭艶自動通報局卑び船上通信局  

航空局、航空機局及び航空機地球局  

無線航行局（無線航行移動局、無暴航行陸上局及び無線標準局）  

無線標定局（無患標定陸上局、無碍標定移動局）  

気象援助局  

無凄呼出局  

放送局  

第 3号  

第 4 号  

第 5号  

第 6 号．  

第 7 号  

第 8 号  

第 9 号  

第10号実用化試験局一  

第1・1与 実験局  

房12号・・非常局  

第一13号 簡易無線局  

第14号 構内無線盾  

第15号 アマチュア局  

第16号 特別業務の局  

第17号．VSAT地球局  

第18号 地球局  

第19号 携帯移動地嘘局  
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第15号 アマチュア局  

最大空中 

指定周波数  電波の型式   
動作することを許 され  

卑周波数帯  
（W■）   

鹿考  

（kHz）  （kHz）  

1910  Al  1810・－1825 1000  
1907．5一～1912．5   

3537．5   Al，A3，A3A，A3H，A3J，A4，A5J．A9， 3500・－3575  〃   注1、注2、注3   
A9A，A9C，A9n，A9J，Fl，F4，F5  

3798‘   Al，A3A，A3町A3J   3747一－3754  JJ  〟  

Al，A3，A3A，A3H，A3J，A4，A5J，A9，  3791・－38（I5   

A9A，A9C，A9軋A9J，F4－F5  

7050  Al， 7000・－7100 JJ  注1、注2、注3、 
A9A，A9C，A9H，A9J，Fl，F4，F5   

10125   Al，Fl   10100・－10150  〝   

14175   Al，A3，A3A，A3札A3J．A4，A5J，A9，  14000・Y14350  II 注1、注2、注3、・付表 
A9A，A9C，A9H，A9J，Fl，F4，F5  ．．   

18118  〃   18068一－18168  

21225  21000・－21450  JJ  〃   

24940  24890一－24990  

（Ⅶk）  （MHz）  

28．85   Al，A2，A3，A3A，A3H，A3J，A4，A5J，  28・－29．7  JJ  注1、注2、注6、付表   

A9，A9A，A9C，A9H，A9J，Fl，F2，F3，  

F4，F5，F9  

52  50一－54  500   注1、注2   

145  144・－146  50  注1、注2、注7、注8、   
付表   

435  430・－440  

1280  Al，A2．A3，A3A，A3H，A3J，A4，A5，   1260・－1300  10   注4、注5、注6、注ラ、  
A5C，A5J，A9，A9A，A9亡，A9H，A9J，  注9、注10、付表  

Fl，F2，F3，FもF5，F9，PO，Pl，P2D，  

P2E，．P2F，や3D，P3E，P3F，P9  

2425 2400一－2450  2  注4、一■注6、注7、注11、   

注12ごご付表  

5750   5650・－5850  JJ  注4、注6、注7、付表  

（GHヱ）  （Gnz）  

10．－125 10一－10二25  JJ  注4、注6、．注7  

10．475   10．45一－10．5  JJ  注4ミ付表  

24．025   24．0～24．05  

47．1   47・－47．2  0．Z  JJ  

75．75   75．5・－76  

最大空中  

指定周波数   電波の型式 
占有周波数帯幅の  

許容値（kHz）  
備 考   

（W）  

（kHヱ）  

4630   Al   0．5＿   18（IO   非常呼び出し用   
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■－●▼ 備考 主搬送波を周波数（又鱒位相）変調した単一の副搬送波で振幅変調（抑圧搬送波単測波帯の場合に限  

る。）することにより等価的に庖波数（又は位相）変調波を得る場合は、主搬送波の変調の型式をF  

波数‘（又は位相）変調として取り扱う。・ 

注1電波の型草A4、A5J、A9C又はA9Jの指定は♪占有周波数帯幅が3kb以内のものに限る凸   

2‘電波の型式A9、伯A又はA9Hの指定は、占有周波数帯痛が◆6批以内のものに限る。   
3 

4 電波の型式鱒、A5C、A9、F5又は円の指感ま、占有周波数帯暗が1規準以内のものに限る。   
5 移動する．アマチュア局に1W■を超える空中線電力を指定する場合は、「常置場所以外の番所で使用   
する場合の空中患電力は、1W以下に碍る。J旨の付款を付すものとする。   

6 この周波数は、アすチェア業者の中継用無線局にも指定することができる 

7 この周波数は、電波の型式nl、戯、陀及びF3に限り、アマチュア業者の中経用無線局を遠隔制御す  

る無線局にも指定することができる。   

8 月面反射による宇宙通借を行う．場合に限って、最大空中線電力は500Wであり、50Wを超える空中   

農電力を指定する蓼合は、「50Wを超える空中線電力の使用は、月面反射通信を行う場合に限る。」   

旨の付款を付すものとする。   

9．月面反射による宇宙通信を行う場合に限って．、最大空中線電力は500Wであり■、10Wを超える垂中  

諒電力を指定する場合は、「10Wを超え争空中線電力の使用は、月面反射通信を行う場合に限る。Jて∴・ 
旨の付款を付すものとする。  

10 月面反射による宇宙通信を行う場合に限って、「月面反射通信を行う場合はこ送信空中算の最大額   

射方向の仰角は、水平面からの見通し範眉内の山岳及び建物等の仰角の値七6度以上加えた値とす   
る。」旨の付款を付すものとする。  

11・’月面反射による宇宙通鱒を行う場合に限って、・r月面反射通信を行う場合は、巻信空中線の最大額   

射方向の仰角の嘩は、・3度以上とする。■」旨の付款を付すものとする。  

12 
凄電力を緒草する場合は、「2Wを超える空中農電力の使用は、・月面反射通信を行う場合に限る。」   

旨の付款を付すものとする。   

付表（第15号関係）  

アマチ主ア業務と同†の目的で行われる宇宙無東通信の業務に使用することができる周波数帯 

措定周波数 動作することが許される周波数苛・   備考  ▲． 

（kIk）   （kHz）  

7050 、 7000′－7100   

1417575 14000～14350  

18118   18068－18168  

21225   21000～2ユ450  

24940   24890一－24990  

（淵写）   （帆z）  

28．85   28′－29．7   

145   144一－146  

435   430一－440  

1280   1260・－1300  

2425   2400′－2450  

5750   565q・－5850  

（Gnz）   （Glk）  

10．電75   10．45一－10．5   

24．025   24．0・－24．05  

47．1   47一－47．2  

75．75  75．5一－76  
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別表3（第8章関係）  

識別信号の指定基準  
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19 アマチュア局  

（1）（2）（3）及び桂〉以外のもの  

地方局   
呼 ・出  符  号  

1   2   3   

関東  JHIAAATJHIQQZ  J．EIAAATJEIQ■QZ  

JHIQUA－JHIZZZ・  JEIQUA－JEIZ 
JAl 
JAIQUA－JAIZZZ  JRIQUA－JRIZZZ   JFIQUA－JFIZ‘ZZ  

JGIAAA－JGlqQZ 
JGIQUA－JGl▼ZZZ 
JIIAAA，J 
JIIQUA－JIIZZZ  
JJIAAA－JJIQQZ  
JJIQUA－JJ二1ZZZ  
JKIAAA－JXIQQZ  
JKIQUA－J鱒1ZZZ  
JLIAAA－JLIQQZ  

JLlqUA－JLIZZZ  
JMIAAん－）－MIQQZ  
JMIQUA－JMIZZZ 
JN・1AAA－JNIQ9Z  
JNIQUA－JNIZZZ 
JOIAAA－J01QQZ  
JOIQUATJ■01▲ZZZ  
JPllAAA・；JPl・QQZ 
JPIQUA－JPIZZZ  
JQIAAA－JQIQQZ 
JQIQUA－JQIZZZ  
JSIAAA－JSIQQZ  
JSIQUA－JS．1ZZZ  

JDIAAA－JDl 
JDIQUA・－JDlZZZ  
7KIAAA－7Ⅹ1QQZ  
7KIQUA－7Ⅹ1之ZZ  
7LIAAA－7LIQQZ  
7LIQUA－7LIZZZ・  
7MIAAA－7MIQQZ  
7MIQUA－■7MIZZZ  
7NIAAA－7NIQQZ  
7NIQUA－7NIZZZ  
7K2AAA－7Ⅹ2QQZ  
7K2QUA－7K2ZZZ  
7 

7L2QUA－7L2ZZ 
7M2AAA－7M2QQZ  
7M2QUA－7M2ZZZ  
7N2AAA－7N2QQZ  
7N2QUA＝－7N2ZZZ  
7K3AAAT7K3QQZ  
7K3QUA－7K3ZZZ  
7L3AAA－7L■3QQZ   
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7L3Q甘A－7L3ZZZ  
7M3AAA－7M3QQZ  
7M3QUA－7M3ZZ‘Z  
7N3AAAT7N31QQZ  
7N3QUA－7N3ZZZ  
7K4AAA十7K4QQZ  
7K4QU’A－7K4：ZZZ  
7L4AAA－7L4QQZ  
ケL4QUA－7L4ZZZ  
7M4AAA－7M4QQZ 
7M4QUA－7M4ZZZ  
7N4AAA－7N4QQZ  
7N4QUA－7N4ZZZ   

鱒 越   JA¢AA－JAOZZ   JA¢AAA－JAOQQ■Z   JHIAAA－JH¢QQZ  
．1A¢■QUA－JA・¢ZZZ   JH．¢Q．UA－JH¢ZZZ  

JRoAAA－JR¢QQZ‘．．  
JRIQUATJR¢亭ZZ  
JEoAAA－JE¢QQZ  
JE¢QUA－J 
J■F¢AAA－JF¢9QZ  
JFoQUA－JF¢ZZZ  
JGIAAA－JG¢QQZ  
JGp．QUA－JG¢ZZZ  

JI▲OAAA－JI¢QQZ  
JI・OQpUA－J■！¢ZZZ 

JJo・AAA－JJ¢QQZ  
JJOQUA－J・J¢Z 
JKoAAA－JK¢QQZ  
JKIQ・UA－JK‘z之z  

JLoAAA－JL¢QQZ  
JLoQUA－JL¢ZZZ 
JMOAAA－JM¢QQZ  
JMIQUA－JM¢ZZZ  
JNoAAA－J■N¢QQZ  
JN．¢QUAニーJN¢ZZZ  

JOIAAA－JO¢QQZ  
JOoQUA－JO¢ZZZ  
JP．0AAA－JP¢QQZ 

JPoQUA－rJP¢ZZZ  
JQ¢AAA－JQ¢QQZ  
JQ¢QUA－JQ¢ZZZ  
JSoAAArJS¢QQZ  
JSoQUA－JS¢ZZZ   

東 海   JA2AA－JA2ZZ  JA2AAA－JA2QQZ   JH2AAA－JH2QQZ  
JA2QUA－JA2ZZZ   JH2QUA－JH2ZZZ  

JR2AAA－JR2QQZ  
JR2QUA－JR2ZZZ  
JE2AAA－JE2QQZ  
JE2QUAJJE2ZZZ  
JF2AAA－JF2QQZ  
JF2QUA－JF2ZZZ   
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JG云A瓜－JG2QQZ  
JG2QUA－JG2えZZ  
JI．2AAA－JI2QQZ  

JI2QUA－JT2ZZZ 
ヽ  JJ2AAA－JJ2QQZ  

JJ2QUA－’JJ字ZZZ  
JK2．AAA－JK写QQz 

JK2QUA－JK2ZZ 
JL2AAA－JL2QQZ  
JL●2QuA－JL2ZZZ  
JM2A・AA－JM2QQZ  
JM2QuA－JM2ZZZ  
JN2AAA－JN2QQZ 
JN2QUA－JN2ZZZ  
J・02AAA－JO2⊥QQZ 
JO2QUA－JO2Zzz  
JR2AAA－JP・2QQZ  
JP2QUA－JP2声ZZ 
JQ2AAA－JQ2QQ●z  
JQ2QUA－JQ2ZZZ 
JS2AAA－JS之q．QZ 

JS2QOA－JS2ZZ・Z   
北寧   JA9AA－JA9ZZ   JA9AAA－JA9QQZ   JH9皐AA－JH9‘QQZ  

JA9QUA－JA9ZZZ   JH9QUA－JH9ZZZ  
J 

JR9QUA⊥JR：9 
JE9AAAi－JE9QQZ  
JE9QVA⊥JB畠Z之Z  
JF9AAA－JF9QQZ  
JF9QUA－JF9ZZZ  
JG9AAA－JG9QQZ  
JG9QUA－JG9ZZZ  
JI9AAA－J19QqZ  
JI9QuA－ 
JJ9AAA－JJ9QQZ 
JJ9QUA－JJ9ZZ，Z  

JK9AAA－，JK9QQ之  

JK9QUA－JK9ZZZ  
JL9AAA－JL9QQ  
JL9QUA－JL9 
JM9AAA－JM99QZ  
JM9QUA－）叫9ZZZ  
JN9AAA－JN9Q・QZ  
JN9QUA－JN9ZZZ  
JO9AAA－JO9QQZ  
JO9QUA－J■09ZZZ  
JP9AAA－JP9QQZ  
JP9QUA－JP9ZZZ  
JQ9AAA－JQ9QQZ  
JQ9QUA－JQ9ZZZ  
JS9AAA－JS9QQZ   

＼
．
■
．
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J・S9QU諷－JS畠ZZZ   

近 畿   JA3AA－■J．A3ZZ  JA3AAA－JA3QQZ  JH3AAA－JH3QQZ  
JA3QUA－JA3ZZZ JH3QUA－JH．3ZZZ  

JR3AAA－）鱒3QQZ  
JR3QUネーJR3ZZZ  
JE 
JE3QtJArJ・E・3ZZZ  
J■F3AAA－JF3QQZ  
JF3QUA－JF3ZZZ  
JG3AAA－J・G3QQZ  
JG3QUA－JG3亭ZZ  
JI3AAA－JI3QQZ  
JI3QUA－JII3ZZZ  

JJ3A阜A－JJ3QQZ  
JJ3Q，UA－JJ3ZZZ  

JK3AAA－JK3QQZ ′l  

JK3QUAi－Jk3ZZ 
JL3AAA－JL3QQろ  
JL3QUA－PJ．L岳ZZ 

JM3AAA－JM3QQZ 
JM3QUA－JM3ZZZ 
JN3－AAA－JN3QQZ  
JN3QUA－JN3Z，ZZ  

JO3AAATJO3QQ之  
Jd’3QUA・－ 

J・P・3AAA－JLP・3QQZ 

JP3QUA－J．P3ZZZ  

JQ3 
JQ3QUA一一JQ3ZZZ  
JS3AAA－JS3QQZ  
JS31QUA－JS3ZZZ   

一 中 国   JA4AA－JA4ZZ  JA4AAA－JA4QQZ  JH4AAA－JH4QQZ  
JA4QUA－JA4ZZZ JH4QUA－JH4ZZZ  

JR4AAA－JR4QQZ  
JR4QUA一‘JR4ZZZ  
JE4AAA－JE4QQZ  
JE4 
JF4AAA－J・F4QQZ  
JT4QUAT－JF4ZヱZ  
JG4AAA－J’G4QQZ  
JG4QUA⊥JG4ZZZ  
）Ⅰ4AAA－JI4QQZ  
JI4QUA－JI4ZZZ  

JJ4AAA－JJ4QQZ  
JJ4QUA－JJ4ZZZ  
JK4AAA－JK4QQZ  
JK4QUA－JK4ZZZ  
JL4AAA－JL4QQZ  

JL4QUAT－JL4ZZZ  

JM4AAA－JM4QQZ  
JM4QUA－JM4ZZZ   
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JN4A瓜－JN4QQZ  
JN4QUA－JN4ZZZ  
JO41AAA－JO4QQZ  
JO49UA－J 
JP4AAA－JP4QQZ  
JP4・QUA÷JP阜ZZZ  
JQ4AAA－・JQ4QQZ  
JQ4QUA－JQ4Z亭Z  
JS4AAA－JS4QQZ  
JS4QtユA－JS4ZZZ   

四・国  Jネ5AA－JA5ZZ  JA5AAA－JA5QQZ JH畠AAA－JH5QQZ  
JA5QUA－JA：5ZZZJH5QUA－JH5ZZZ  

JLR5AAA－JR5QQZ  
JR弓QU・A－JR・5ZZZ  
JE5AAA－JE5QQZ  
JE5QUA－JE5ZZZ  
JF5rAAA－）－F5LQQZ  
IF5QUA－JF5 
JG・5AAA－・JG5．QQZ  
JG15QUA－JG5Zzz  
J王5AAA－JI5QQZ  
JI5QrUA－Tl・5ZZZ  
JJ5AAArJJ5QQ．Z  
JJ・5QU阜rJJ5ZZZて  
JK岳AA阜－J 
Jiく5QUA－J 
JL5AAA－JL5QQZ  
JL5QUA－JL5ZZZ  
JM5AAA－JM5QQZ  
JM5QUArJM声Z‘ZZ  
JN5AAA－JN5QQZ  
JN■5QUA－JN5ZZ‘Z  
JO5AAA－JO5QQZ  
JO5QUA－，JO5ZZZ  
JP5 

JP5QU・A－JP5ZZZ  
JQ5AAA－JQ5’QQZ  
JQ5QUA－JQ5ZZZ 
J，S5AAArJS5QQZ  

JS5QUA－JS5ZZZ   
九 州  JA6AA－－JA6ZZ  JA6AAA－JA6QQZ■JH6AAA－JH6QQZ  

JA6QUA－JA6ZZZJH6QUA－JH6ZZZ  
J・R6AAA－JR6QQZ  
JE6AAA－JE6QQZ  
JE6QUA－JE6ZZZ 
JF6A皐A－JF6QQ 

．JF6Q 
JG6AAAiTJG6QQZ  
JG6QUA－JG6ZZ■z  
JI6AAA－J16QQZ  

JI6QUA－JI6ZZZ   

324   



ヽ∫．  
●  

、、 ヽ   

ヽ■■ヽ  

JJ6A瓜A－JJ6QQZ  
JJ6QUA－JJ6ZZ－Z  
JK6AAA－JK6QQZ  
JK6・QUA－JK6ZZZ  
JL6AAA■－JL6QQZ  
JL6QUA－JI・6Z之Z 
J叫6AAA⊥．JM6QQZ 

JM 
JNGAAA--JNGQQZ 
JN6QuA－JN6ZZZ 

JO6AAA－JO6QQZ  

JO．6QUA－JO6ZZz  

JP6AAA，－JP6Q■QZ  

JP6QUA－ 
JQ白AAA－JQ6QQZ  
JQ6QUA－JQ6ZZZ．．－‾・   

真 北  ’JA7AA－JA7ZZ   J・A7阜AA－JA7QQZ．  JH7AAA⊥JH7QQZ  

JA7QUA－JA7Zzz  JH7’QUA－JH7ZZZ  
JR7AAA十JR7QQz  
JR7QUA－■JR7ZZZ 
J・E7AAA－JB7QQZ ヽ  

JE7QUA--JE7ZZZ 
JF7阜AA－JF7QQZ  
JF7QUA－JF7ZZZ  
’JG7AAA－Jd’7QQZ 
JG7’QUA－JG7ZZZ  
JⅠ7AA 
JI7QUATJI．7ZZZ  

JJ7A 
JJ 
JK7AAA－JX7QQZ  
才K7QUA十JX7ZZZ  
JL7AAA・－JL7QQZ 
JL7QUA--JL7ZZZ 
JM7AAA－JM7QQZ  
JM7QUA－JM7ZZZ  
JN7AAA－JN7QQZ 
JN7QUA－JN7ZZZ  
JO7AAA－JO’7QQZ  
JO7QUA－JO7ZZZ 
JP7AAA－JP7QQZ  
JP7QUA－JP7ZZZ 
JQ7AAA－JQ7QQZ 
JQ7QUA・iJQ7ZZZ  
JS7AAA⊥JS7QQZ  
JS7QUA－JS7ZZZ   

北海道  JA8AA－JA8ZZ   JA8AAA－JA8QQZ  JH8AAA－JH8QQZ  
JA8QUA－JA寧ZZZ  JH寧QUA－JH8ZZZ  

JR8AAA－JR8QQZ  
JR8QUA－JR8ZZZ  

JE8AAA－JE8QQZ   
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JE8QIJA－JE8ZZZ  
JF8AAA－JF8QQZ  
JF8QUA－JF8ZZZ 
JG8AAA－JG8QQZ  

JG8QUA--JC8ZZZ 
J■18AAA－JI8QQZ  
JI8QVA－J 

JJ8AAA－JJ8QQZ  
JJ8QUA-JJszzz 
JK8AAA－JK8QQZ  
JK8QUA－JX8ZZZ  
JL8AAA－JL8QQZ  
JL8QUA－JL8ZZZ  
JM18AAA－）．M8QQZ  

J 

－ 
」  

JO8AAA－’JO8Q◆QZ  
JO8QU阜一JO8ZZZ 
JP8AAA－JP8QQZ  
JP8QUA－JP8ZZZ  
JQ8AAA－JQ8QQZ  
JQ8QUA－JQ82zz  
JS8AAA－JS8QQZ 

JS8QUA－JS8ZZZ 

沖 縄   JR6AA－JR6・N‘Z JR6 JS6AAA－JS6QQZ  
JS6 

注1呼出符号臥呼出符号甲1の欄から順次措定する。   

2 関東の岳の欄P呼出符号JDlAAA－JDIQQZ及びJDIQUA－JDIZzzは、小笠原箆島   

を設置又は常置碁所とする蓼合に限り指定する。   

3 申請者が社団である飴駄各横川平出符号の1 

符号の地方局別の数字の次の3文字がYAAからZZZまでわものを順次指定する。   

4 申請者が社団法人日本アマチュア無線連盟である場合は、準1、2、及び3にかかわらず、呼出存号の  

1の梱（阻東の蓉合にあってはその上段）の呼出符号の地方局別の数字の次の■2文字がRL又ほ呼出符号  

の2の欄（関東の暑合にあっては1の欄の下段）の呼出符号の地方局別の数字の次の3文字がIGYの呼  

出符号を措定することができる。   

5 この表に掲げる呼出符号（社団用のものを除■く。）をすべて指定した蓉合には、’新たに申請する者に射し、   

その時点出訊、て鼻止等によって使用されなくなった呼出符号を次により指定する。ただし、2文字、I   

数字及び2文字で構成される呼出符号並びにJB、JC畏びJDの呼出符号列の呼出符号を除く。   

（1）呼出毎幸列の指定は、Jシリーズ、7シリーズの順とし、それぞれのアルファベットの順によること。  

（2）地方局別の数字の次甲3’文字の指定の順序はアルファベット順によること。  

6 アマチiア局の廃止又は免許の失効によって使用されなくなった呼出符号は、当該呼出符号の諸定を受  

けていた者が再びその呼出符号の指定を肴空して免許申請又は指定事項変更申請が行われた場合において、  

当該呼出符号を指定することができる。  

なお、廃止等されたアマチュア局の呼出符号は、原則として、庭止後6か月以内は、当該アマチュア局  

の免許人だった者以外の看が開設するアマチュア局には指定しなレヽ  

また、外国人が開設するアマチュア局で、次表の呼出符号の措定を牽けていた暑が廃止又は免許の失効  

の後、再びその呼出符号の指定を希望して免許申請又は指定事項変更申請が行われた場合は、当該呼出符  
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号を措定することができる。  

地方局   呼 出 符 号   

関 東   
7JIAAA－7JIDZZ  
7JIYAA－7JIYMZ   

信 越   
7J¢AAAr7J¢BZ‘Z  
7J¢YAA－7J¢YMZ   

真 海  
7J2AAA－7J2 
7・J2YAA－7■J2YMZ   

北 陸   
7J9AAA－7J．寧BZZ  

7J9YAA－7J9YMZ   

近 畿   
7J3AAAr7J3CZZ 
7J3YAA－7J3YMZ 

中 国   
7J4AAA－7J4BZZ  
7J4YAA－7J4YMZ   

四 国   
7J5AAA－7J5BZZ  
7J5YAA－7J5YMZ   

九 州   
7J．6AAAr7J6BZZ  
7J6YAA－7J6YMZ   

東 北 
7J7AAA－7J7BZ之  
7J7YAA－7J7YMZ   

声ヒ海道   
7J8AAA－7J8BZZ  
7J 

沖 縄   
7J6CAA－7J6CZZ  
7J6YNA－・7J・6YQZ  

注 申請者が社団である蓉合は、各欄の下段甲呼出符号を順次指定すろ。  

7 －の地方局管内において臥同」人に対・し●2以上の呼出符号の籍定は行わない。ただし、申請者が社団  

である蓉合には必要に応じ2以上の呼出符号の指定を行う・こと痴できる。  

（2）アマチュア菓穿の中継用無線局  

地方局   呼出符号   地方局   呼出符号   

JRIWA －JRl・WZ   JR5WA －・JR5WZ  
関 東 JRlVA －JRlV・Z  四．国  JR5VA －JR5 

1PIYÅA Jp5YAA－TP5YZZ   
JR¢WA －JR¢WZ   JR6WA －・JR6WZ  

信 越  
JROVA －JRlVZ 中 州  JR6VAl－JR6VZ  
JP¢YAA一丁P¢YZZ  JP6YAA－JP16YZZ   
JR2WA －JR2WZ   JR7WA －JR7W乙  

東 海  JR2VA rJR2VZ  真 北  JR7VA 
JP2YAA－JP2YZZ  JP7YAA－TP 
JR9WA ⊥JR9WZ   JR8WA －JR8WZ  

北 陸  JR9VA －JR9VZ  北海道  JR8VA －JR8VZ  
JP9YAA－JP9YZZ  JP8YAA－TP8YZZ   
JR3WA－JR3WZ  

近 畿  JR3VA－JR3VZ  
JR6YA－JR6YZ  

JP3YAA－JP3YZZ   
沖 縄  

JQ6YA阜－JQ6YZZ   
JR4VA・TJR4WZ  

中 国  JR4VA・－JR4VZ  
JP4YAA－JJP4YZZ  

注1 地方局別の数字の次の2文字は、WAく沖縄にあってはYA）から順次指定する。、   

2 地方局別の敦字の次q）文字が3文字である呼出符号は、その3文字がYCA（沖縄にあってはYBA）の   

もわから順次指定する。  
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（3）アマチュア業務の中絶用無線局を遠隔制御するもの  

地方局：   呼出符号   地方局  呼出符号   

関 東   ・JPIZAA－JPIZZZ   四 国   JP5ZAA－JP5ZZZ   
信・越   JP¢ZAA－JP4IZZZ   九 州   JP6ZAA－JP6ZZZ   
東 海   JP2ZAArJP2ZZZ   東 北   JP7ZAA－JP7ZZZ   
北 陸   JP9ZAA－JP9ZZZ   北海道   JP8．ZAA－JP8ZZZ 

近 亀   JP3ZAA－JP3ZrZZ 沖 縄   ）Q6ZAA⊥JQ6ZZZ   
中 国   JP4ZAA－JP4ZZZ  

注地方局別の数字の3文字は、ZAAから．1敵指定する。  

捕 行事等の開催に伴い、岳蒔かつ一時的に運用するアマチュア局  

地方局   呼 出 符 号   

北海道   8J8AAA－8J8QQZ  
8J8QUA－8J、8ZZZ  

8N8AAA－8N8QQZ  
8N8‘QUA－8N声ZZZ   

東 北   8J7A 
8J7QUA－8J7ZZZ  
8N7AAA－8N7pQQZ  
8N7QUA－8N7ZZZ   

関 東・   8 

8JIQUA■－8JIZZZ  
8NIAAA－8NIQQZ  
8NIQUA－8NIZZZ   

信 越 8J¢AAAT－8J¢QQZ  
8JOQUA－さJ・OZZZ 
8N¢AAA－L8NOQQZ  
8N4QUA－8NoZZZ   

北 陸   8J9AAA－8J9QQ亭  
8J9QUA－8J9ZZZ 
8N9AAA－8N9QQZ  
8N9QUA－8N9ZZZ   

東 海   8J2AAA一台J2QQZ  
8J寧・QU・A－8J2ZZZ  

8N2A 
8N2QUA－8N2ZZZ 

近 畿   8J3AAA－8J3QQZ 
8j3QUA－8J3ZZZ  
8N3AAA－8N3QQZ  
8N3QUA－8N3ZZZ   

中 国   8J4AAA－8J4QQZ  
8J4QUA・L8J’4ZZZ  
8N4AAA－8N4QQZ  
8N4QUAr8N4ZZZ   

四 国   8J5AAA－8J5QQZ  
8J5QUA－8－J5ZZZ  
8N5AAA－8N5QQZ  
8N5QUA－ちN5ZZZ   

九 州 8J6AA阜「8J6QQZ   
沖 縄   8J6QUA－8J6ZZZ  

8N6AAA－8N6QQZ  
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別耗1（第4条関係）無轟局の局在別審査基準  

第1 固定局   

I無縁設備の工事落成の予定期日臥予備免許の日から6か月以申である七と。   
2 希望する・運用許容時間は、その事業又は業務中道行に必要な時間であること云 

3・無線設備の設置場所は、次に掲げる条件に適合する－ものであること。   

く1）設置場所に係る土地及び建物は、予備免許又は免轟を受けた後において使用でき  

る十分な見通しがあること。  

（2）遠原操作される無象設備の設置場所は、連絡縁等遠隔操作に必要な施設が設置で  

きるものであること●。   

仰・庶人方式中条象設備ii、振琴者のほか、・みだ机こ出入り一できない場所に設置され  

ているものであること，  

（4）無人方式の無象設備であって」卓備の無線設備又は回患を有しない蓉合は、無線  

従事者が3時間以内．に到着できる巷所であるこ 

（5）埠の無象局に対し当該無象局が与ネる混信妨害又は当該無券局が他甲無線局中  

ら受ける混信妨書の度合いが23たよる混信保奪の標準直を超えないも 

こ・と。この箸合において、地球烏ヌIま宇宙無線通信を行う実験局の付近であるとき  

は、これらの無象局に対する混信保護が十分確保されてV 

（6） 

られるこもゃであり」やつ、相互の混信妨書中度合いが軍3による返信僕等の零準値  

を超えないものヤあること。   

（7）茎僧職」受信機、電源設備等の機器配風車、相互干渉、募集条件、 

危険防止等について十分考慮されているものであること。   

（8） 

備、自動車その他の雑音源によって生ずる電気的雑音レベルが23に規定する伝送  

の真の経持に支障を与えないもので奉ること。   
（9）同者構成の可能な範眉に料、て」できる限り海巌高の低い地点であること。ただ  

し、特正山頂等の高所を希望する琴合は、国縫乱国農系統“プロウィル、置局  

・上の立地条件、他の候補地との利書得失等からみて、十分その必要が認められるも  
ゐであること。   

（相 当該設置者所における温度、湿度等の変化す古壷囲が送受信装置の定格環坑条  

件（仕様書等により確認される環境条件をいう。▲以下同じ。）より広い蓉合は、等該  

巻受信装畢の定格蕎境条件を維持するため、温度溺茹、遷へい、通風、防湿、耐水  

等の肯置が講じられているものであること。   

（11）890帆z以上の電波を使用するものについては、次のとおりであること。  

ア 原則として回東経蕗及びプロフィルからみて、地球の等価半径係数kが0． 

まで変化しても、第1フ 

イ 回集魚蕗及びプロフィルからみて、その電波唇搬路の地上投影面に建築物等が  

建築され冬場合においても、正常な伝搬港が確保され、かつ、近蔭反射による伝  

搬障書を受けない見込みのも 

ウ 回簑経箆からみて反射係数が大きいと認められる場合は、そのプロフィルから  

■／  ノ▲  

＼∴ノ  
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貫15 アマチュア局 

1個人が開設するアマチュア局ほ、次によることふ  

（1）値人が男設するア⇒チェア鳥（以下募15において個人局J 

て、2以上のアマチュア局を異なる碁所に開設することとなるものについては、こ   

れらの局を同一人が運用することについて合理性があり」かつ、申請者以外の看の  

使用に供するおそれのないことが確認されるものであること。  

（2）無線設備の発射可革な周波数ほ、集線従事者資格似下第15において「資格」と   

いう。）の換作範囲内とする。ただL、t棲豊の製造等の関係から資格の換作範囲   

外の周級数の除去が同義と認められるものについては、当該換作昆雷を超える周波  

．数も認めることができる。  

（3）無象設備の発射可能な空中轟電力は、突蒋の換作義臣内とする。ただし、資格の   

換作藍屋を超える空中轟電力の遭信装置を切替蕃によって当該操作転居の空中農電   

力に低癒するごとiま認められない。   

2 社団が園没するアマチエ 

（1）社団が開設するアマチュア局（以下貫15に革いて・r社局局」という．。）につt 

ては、その代轟音私個人としてアマチ子ア局の免許を受け畠ことができ・る■もので   

ありJかつ、 

こと。・‾  

（2）焦点歳備ゐ発射可能な周波数は、社屈局のすべての構成員が操作できること。た   

だし、機器の製造等の阻係から資格の換作忘恩外の周波数甲除去が舞茸と認められ   

るものについて柱、当該盛作範囲を超える周波数も認めることができる。  

（3） 奈義設備の発射可能な空中農電力は、社団局のすべての構成員が操作できること。   

ただし、革成長中の最下敢の棄格を有する者の集作範眉を超える空中鼻勧の送信   

装置を、切替器によ 

或めることができる。  
J  

3 レビークー局（アマチュア局の中絶用無象局をいう。奴下この第15において同じ。）   

及びリモコン局（．レビークー局を遠陪観御する局をいう。以下この第15において同   

じ。）は、社団法人日本アマチュア窯蒜連盟が由設するものであること。  

4 電波の型式、周波数及び空中線電力は、別表1に掲げる転居内のものであること。  

5 董信装置の審査は、次の基準により行う．  

（1）定格出力は、電波の型式別の空中象電力の表示方法との関連及びに終段部真空管   

の任用条件、出力規格、出力特性、空中農電力の換算比等からみて、送信機の系読  
図に明示された出力端における僅として適正なものであること。  

（2）発射可能な電密の型式及び周波数の義臣は、希望する電波の型式及び周波数の転  

置を含むものであること。   

く3）1，280此z菩及び2，唆弧三者の電波を使用してテレビジョン伝送を行うものは、  

それぞれ次ゐ条件に適合するものであること。  
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ア A9電波によりテレビジョン伝送を行う蓉合   

（わ 最高映像周波数は、4．5旺k以下であること。   

（イ）章声信号の最高周波数は、・7・5k鮎以下で卒ることi   

掛音声信号ゐ高騰道政臥主搬送波から 

（⇒ 音声に・より副搬送波を周波数変濁するも・ぁの周波数偏執ま、25批以下であ  

ること。   

イ F9 

（ア）最高映像周波数は、4．5此以下であることこ   

（イ）映像信号の最大風波数偏移は、棚肋以下であること。   

け）音声信号の最高周波数は、7・馳k以下であること。   

（中 音声により副搬送波を周波数変調するものの周波数偏移は、25此以下であ  

ること．。  

（ボ占有周波数帯幅ゐ僅は、1測地以下であること。  

（4）■43弧z苛以下の周準数寄において低速走査テレビジョシ伝董を行うものは、■映像  

部出力における映像信号の帯域喘が3鮎 

（5）■逓昏最掛ま、変調及鱒スプリナス発射の抑圧の両面からみて妥当な段数であり，   

逓信段周の結合方睦は、方式及びスプリアス出力特性からみて帯低調哉痘十分抑圧   

できるものであること。  

（6）■．各段の逓倍数、変調系鹿、贋衝増虚器の挿入箇所及び周波数の混合方法駄電波 

¢質、＿準用細如鞘醜粂件からみて、適正なもゐである 

（7）∵終段部貫空曹の縫入力畢び陽極電圧駄希望ナる空．中線電力■に対応’して適正で   
あり、かう、その規格からみて、十分安定に使用できるものであること．。  

（8）高低詞波除主装置は、基本波に対する挿入現先が少なく・、かつ、スプリアズ発射   

の強度を規定値以下に抑圧できるものであること．  
㈱∴高低訴波除主装置を有しない蓉合は、終段管励振入力、出力回路の方式又はスプ   

リアス出力特性からみて、スブリアス発射の重度を親定直以下に抑圧できるもので  

あること。  

6 電源設備臥着信電波の周波数、卓有周波数帯幅若し 

ス発射の変動を許容偏差又は許容値内に維持できるものである▲こと．  

7・受信装置の受信可能な周波数の長居ほ、希望する周波数の範眉を含むものであるこ   

と。  

8 周波数剋定装置の審査は、次の基準より行う。  

（1）標準電波（外国の標準電波を含む。）により随時改正できるものであること．■又は、 

改正した周波数測定器により随時鼓正できるものであること。  

（2）検定鼠則第8粂の規定により告示された測定局波薮義眉、誤差等の条件が、これ   

を備え付ける送信設備について定められた規定値に適合するものであること。  

（3）必要な測定及び琴準電波による敦正左行う場合に自局の遷信電波による妨害を受 

けない位置に置かれているものであること。  

9 疑似空中線の審査は、次により行う。  

（1）できる限り弄装空中簑と電気的に等価なもの又は給電線の特性インピーダンスに  
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整合しているものであること。 

（2） 

10他の無象局に対し当該無象局の与える混信妨害の度合いが、第1の器の長信保護の  
標準僅を準えないも 

実験局申付近である’ときは、これらの無象局に対する洩信保尊か十分薩保されている   

ものであること。  

1143批帯以下の周波数の電波を使用するも？については、その近接区夢における放   

送受信者の分布状況からみて、特に空中線系を含む焦点設備の設置条件が放送の受信   
に妨害を与えないものであること。  

12 月面反射通信を行ラ局の空中患は指向性を有し、かつ、できる限りサイドローブ発   

射の少ないものであること。  

13 レビークー局の審査は、次の基準l；より行う。．  

（1） 

人により容易に維持、管理ができる場所であること・。  

（2）中継は、－の中継用舞線局によ’り行うものであること。ただし、班肋苛の周波  

数の電波に係る中鮭を行う暮合は、ニの中絶用無縁局を連続的に介して中＃屈踪を   

構成することができる。（構成図臥図15－1哀び国15－2のと▲おり）  

（3）電波の型式、周数数及び空中象翠力は、別表1に掲げる転属内のもやであること。  

（4）無鼻設備は、次ゐ条件に適合するものであることi   

テ 同「周波数帯では、2以上の周波薮を同時に迭信するもゐでないこと。  

イ 受信電波により送信装置を起動させる方式は、トーン起動方式のものであるこ  

と。  

ウ 着信電波には、中経用無意局を起動させるための信号ほ付加しないも申である  

こと。ただし、一回線構成が図2の暮合における前段の中絶用無線局を除く。   

エ 

出符号を着信するものであること。  

オ 受信電波が停止したときは、送信電波の発射を5砂内に停止することができる  

ものであること。   

カ 

轟局の遣信空中農は、指向性のあるも’のセあること。  

14 リモコン局の通信の相手方は、アマチュア局（レビークー局）であること。  

15 無象設備の設備共用は、次によること。  

（1）設備共用は、次の各条件に適合するものであること。  

ア 固定した局は、・設置者所描勒する局にあっては常置蓉所）が同一であること。  
イ 設備共用しようとする着払当該設備共用を受ける免許人からの「承諾書」を  

提出すること。   

ウ 設備共点する琴線設備は、当該設備共用するすべての看が操作できるものであ  

ること。  

（2）社団局同士の設備共用及び固定する局と移動する局の設備共用は認めない。  

（3）設備共廃する場合には、無象局事要事及び工事設計書のー参考事現」欄に設備共  
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一■     － ●  

■■「ご‾二  用する無線局の免許人名、免許番号及び呼出符号を記載すること。  
16 外国人が開設するアマチェア局につ†、て  

（1）適用義眉  

法茅5粂募l項募1号、募3号及び募4与に規定ナる暑が廃設するも申  

（幻 免許人  

免許人は次の一 

ア 平成5年郵政省告示貫326号（外国のアマ≠エア無象技士の資格、農作の声乱  

良作を行おうとする蓉合ゐ条件。以下貫1石iこおいて丁告示Jという。）■の別表衰  

1号の国名の欄に掲げる直の国籍を有する看であっ七、その雷名の裾引こ掲げる国  

の政府が付与した同義の外霞の相当する資格の 

もの   

イ 日本の国毎を有する人以外の着で▲アマチュア局の無象設備の換作を行うこと  

ができる日本の集線従事者資格を有するもの 

ウ 上記ア又拝イあ者を蕉成員とする外国の社眉   

ェ 

与れらの暑がその役員の3分のl以上若しくは誌決権の多分の1以上を占めるも  

の  

（3）周波改め指定  

アニ電準中型式、周波数及び空中鼻毛力・．  

（か年率の政府が付与した資格妄有する人に称し七駄卓示の別表貫1号の外置   

一の相当する資格で換作できる竜宮に掲げる換作ゐ範遷で措定すること。．   
（0・自本の窯磨堰苔寺賓超を有する人について臥‘ぎ該資格を有する白本人と同  

最に扱うこと．   

肋（2）のウ及びエの者につl（て臥日本の社団に準じて取勺扱うこと。   

イ 呼出符号  

貫8章に定める指定基準による。．  

（心 免許の有効期間   

免許の有効期間は、電波法義行規則（昭和訪年電波監雲呑鼻会規則貫14号）第7粂  

に規定する期間とすること。七だし、申請者の国籍の属する国の政府がその申常に対  

tて発声した集線従事者免許又は無綜従事者資格が記鱒されているアマチュア局の有  

効期商がこれに清たない蓼合は、その知間とすること。   

なお、．日本人又は永住外巨人が代表者であり、かつ、計本人又は永住外直人が役員  

？3分の2を違える社団の免許の有効期間は5年とする。（靭  

（沿永住の許可注その人臥の権利であって、アマチュア社邑局そのものをとらえているわけ   

ではないため免許の有効期間を1年とすると、永住外邑人が侶人局を寓設した暮合に辻；年   

の有効期間になり、代表者となって社選局を阿設した砦合には1年の有効期間となる事例が  

生じる。しかし、そもそも外国人等が殿設するアマチュア局の有効期間を1年としたのは、 

出入国管星及び家長認定法弄2粂に規定する瑚間を考宜したものでありこ在官期間に   

制限のない永住者箭可されたれ外国人について辻、計本人と同棲に扱うべきものであるこ・と   

から、計女人文法永住外国人が代表者であり、かつ、日本人又は永住外国人が役員の3分の  
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2を超える社団の免許の有効期間は；年とするモ   

なお、社団の代表者等が永住外国人から非永住外国人（その反対もある）に変更する都度、   

免許の有効期間を変える必要があるのではないかとの疑義があ・・るが、免許期間中の免許の有   
効期間の変更法事鼓上ないことから、この昔合、再免許時をとらえ免許の有執期間を変更す   

る±ととする； 

また、院蛮申請時等には、すでに個人局を開設し永住許可証の写しを提出しているものが   

代表等で免許申請しているものを除き、許可証の写しを重出させることとす早。  

（5）免許申請手続等   

ア 捏出事章  

申請者鱒如こ掲げる草であると草は、点線局免許申請雪、無崇局事項喜及び工   

事設計宰（以下「免許申請書等」という。）のほかそれぞれに掲げる春草を添付し   

て免許申請を行うものであること。  

（ア）（2）の．アゐ着  

A 申請者の匡毎の属する胃の政府がその中薄着に鱒して発行した無象従事者  

の資格に相当する篭絡の免蕗の写し又注その資格が記載されているアマチ  

ュア局の免許の写し  

B 次に掲げるいずれか－？書類  

① 外邑人畳杜（昭和27年法律募125号）募5粂に規定する外国人登録証明  

＼ン  

看の写し∴   

②．旅芦の写し 

－ ③①又は②に準ずる事蕉であって、申請者の匡存を証明するもの   

C 凄矧こ永島する事を許可された事異を註する書面の写し  

く本邦に永住する事を許可された人に罷る。） 

（イ） 

ののCに同じ  

け）2のウ及びエの着  

日本の社団に準じ、定款及び次の事項を記載した楢  

A．社眉の構成員に間する事項 

① 氏名  

＠無線従事者免許証の季号（外宮の相当する資格妄有す早着について臥そ  

の資格とする。）  

B’悪事の氏名、住所、略匿及び生年月日  

イ 添付箸琴の省略   

申請に係るア÷チェア局の予備免許又は免許が付与される皇での間に、申清音  

l＿． 

くア）の荒券の写しの提出は要しないものとすること。  

ケ 免許申請書等の記敦方法   

（ア）免許申請書等は、日本語で記載させること。  

（イ）申請者が建）のアの人及びく2）のイの人を代表者とする社団であるときは、繋   

線席亭項番の13の桶鱒中東看の国籍の属する匡の政府がその申請者に対して  
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■■■   貴行した無象従事者免許証の番号文はその免許証た記載さ■れている資格が琶塵  

されてこと．。  

17外昏において法第40条第1項第5号に掲げる資格に梓当する資格牢顎等した日本人   

が開設する・アマチュア局に？いて 

（1）免許人  

日本国籍を有する看であって、告示の別表嘉i号の国名の軌こ掲げる直の政府が   

付与した岡安の外国の相当する資格の桶に掲げる資格を有するものであること。  

（2）免許の有効期間  

免許の有効期間は、施行規則露7粂に競定する期間とする。ただし、曹示の別表   

貫1号の魯名の癒こ掲げる国の政府がそ甲申話者に対して発行した集魚琴字音の資   

格笹葡虐する資格の証明書又はその申請者が有する資格牢記載されているアマチュ   

ア局の許可証の有効期間がこれた満たない蓉合は、そ中期同とする？ 

（3）免許申籠手続における資料丑出   

ア集魚局免許申請書、条象局事項壷及びエ事設計書似下ー免許申請事乳という’・⊥）   

ぁほか申請者の雷籍を牢明するもの 

イ 告示の別表募1号の国名の郵こ掲げる国の政府がその早津割こ対して発行し車  

乗怠従事者の資格に相当する資格の虚明軍の写－し文革その中清音が有する資格  

が記載されてい 

添付さ号ること。）・■  

1g行事等ゐ寧催に岸い頓知庵呼出符号によp匡時かつ一時鱒こ重用するア．マチュア局  

（Ⅰ）行事等は、国、地方公共巳体若しくi曳公塵申冠倖が主席し、後援し、又鱒協奏す   
る等しそ行事等に関与しているものであり、’・かつ、行事等の蕗旨・内容等は、政治   

的女は宗教的なものでほなく、相当の公共性を有するものである土・と。  

（2）特別な呼出符号による葦用が、行事等の意義を広めると■ともに、アマチュア無象  

に対する琶解の増進、アマチュア真線の偉全寧普及、発展等に寄与できるも申であ  
ること－   

く3）特別な呼出符号は、行事等にふさわぃ、 

免許人ほ、－社艮法人日本アマチュア鰻重盤又はアマチュア美暮の偉全な普及発   

展を昏ることを早的とする社団でちって行事等に密接な関係があるものであ卑こと。  

（4）一その開設期間乱行亭等の犀催期間中らみて董当なものである土と。  
ナマチュア局を行事等の廃艦地内に設置することについて、行事等の主催者の同   

意を育ているものであ畠こと．  

20 薫染従事者聾解任届について   

個人局は、免許人が奈義従事者であ．ることから、乗組事者の資格、免許番号等を   

記載した免許申請誓願を妾出することによって、悪縁従事者選任届を重出したものと   

みなす  

社団長の免許申請におI、ては、免許規則貫5免責芦囁こより、社局中構成員に質す   

る事項（氏名及び条森従事者免許証の番号）を記載した吉葉の提出を表裏寵けモいる   

ことかち、社歴のアマチュア局を免許した雀、隼出済みの当該事賛の記乾事項に変更   

がなければ、ぎ該香華を集線従事者選任届とみなす。  
・ ヽ■  
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■●■■■ 21移動運用のアマチュア局・固定軍用のアマチュア局たっいて  

（1）・同一の無象設備を共用して、甲走‘した局と移動する局との二重免許を受けること 

はできないものでぁること。  

（2）同一人が常設する固定した局と移動する局に？いて乱．その真義設備の喪置場所  

又は常置巷所が同一である蓉合法、呼出符号は、羊以上の局に対し同「のものを与  

えるものとすること。  

（3）固定した局を移動する局に又ほ移動する局を屋定・した局に転換する暮合ほ、法屠   

17粂め規定による無象設備の設置者所の変更の許可として取り救うことができる  
こと。この蓉合法第18条に競走する検査にづいては、前者の蓉合はこれを行わず、  
雀者の場合は行うものであること（下記 

（4）移動するアマチ土ア局がその昔鹿家所又はあらかじ吟予定する地点に設置した国  

定の垂中農又ほ老電綻を使用すること疫、 

設備のエ事設計の範富外と・されているから．、支障ない；  

（注）  

1移動するアマ≠エア局の集煮設備申設置者扉について  

（1）陸上移鱒局の無線設備の設置巷所につヤ、て辻、すでに移動体をもって奈義準備の設置墓所  

′●  と穀念するものと需釈され、これとともに、夢貼由は設晰ではない相生碁所を補充す  
るものであり、基太助に重要なものであるから、詰責17粂にいう既着所の変更の暑合；こ対   

す手癖を類推善用し亡許可Iこ綴らせる上しかし検査すべき実体を欠いてお，り、故査を行う 

凌がないので、法露坤条の検査は行わないものとされている． 

e）移動する局の紐葛所について己Lその盤質上、監上細長に準じ亡取り患うことが最も  

妥当セありここゐ者合邑定した局も秘する局も免許の単位として故免棚妄2兵により尋  

しくアマチュア局やあって両者の間には単に設置蓉所に韓垂があるに過ぎないと摩すべきで  

ある亡  

したがって、国定した局と夢勤する局との転換且、設置巷扉に買する免許の内容の変更とし  

て、畠芳17粂の鼓定を重用するものである。  

2 検査Iこついて  

（D 集線設備の設置蓉所の変更に対する変更検査を行一重旨辻、変更をの砦所を確莞するにあ  

ると考える云きである．しかして紬する局の設置慈所たる琴動体は、真簸局扁設に宙する申  

請書に記載を要式しておらず、したがってその変更放、免許人の阜由に任せられているので、  

鼠定した局から移動する為に転換する暮合の設置墓所の変更に対して辻、由已臼彙査を行う  

こ享の意義がないものである。  

これに対し、移動する局から議定した昂に転換した暮合IL巷所として岳堅の対象となった  

ものであるから、一般の国定局等の設置者所の変更と同芋iここれを籠雷するための境査を行  

ラ必要がある。   

色）国定した局から移動する局に転換するときは、衰匿の敦あるい辻空中象電力等辻移動する  

局としての免許の単鑑又は無象設備等に辞する苦条件を洗足しているものでなければならず、  

これに放す早ものであれぼ、背走の変更又は莞綴設慮の変更のエ割こ許す右群≠疲妄轟た  

ものでなけれぼ奉らなtヽ   

く3）移動する高かち同定した局への転換は、従来のままの免許の内寧をもって行い、国定した  
■■   L  
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－■l■  局としての設備条件等旺、その後の変更として別の手鑑を要すろものであ虻、必要があるとき   
は、この変更について許可とそれた伴う検査が行われるものである丘 

21同一人鱒二以上のアマチュア局を開設するごとを希望する蓼合の免許について  

（1）面「人が異なる琴所でこ以上のアマチ云ア局を開設すること臥それら土以上の   

窃所七あるア与チェア局と同一人単量用することに夢当性があるときは、 

めるものとすること。  

（2）同一人から同一設置者所又は常置巷所において∵琴免許のアマチェア局を含め2   

以上の昆定す・る局又は2以阜の移動する局に係る用設申請が提出されキ尊台には、  
当該申請者に対し、．壱敦局阻設の意思があることを確認する。  

（幻 指定の呼出符号率アマチェアたとって著しく不都合のものであるとき臥その事   

情をよく検討ゐ上、法貫19条の親左により変更する．  

霊ラマチェア局の遠騒良作笹ついて  

次のいずれの条件にも適合する蓉合に痕ること。  

電波の発射の停止が確認できること。  

免許人の他、みだりに真義設備を取り扱うことのないよう措置・してあること・。   
‥
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連絡集注、専用簸であること。  

●■  障害琴における迅速な対応が確保されていること。  
封                             申儲雪上、善扁建碑き；行われる羊．とを明夜にしてあること。  

アマチュア局と公衆窮の接療について   

荏症に係る基本的要件 

＿● 一斉一種電気垂直事業者が電気通底事業法貫52粂募1項に基づき、当該接続の請求を  
在否じて†＼るものでないこと。  

注1 法令に係る制約   

ア 電泣法  

電気通信事藁看国魚と凄鼓されても、法第記粂の冒的癖の禁止は、等然連  

用されることから、免許状籠記載された条象局の目的又は通信事項ゐ豪富を苺え  

る善用を行うことはできず、同条に違反して彙象局の罰を待った尊台に丘、法  

募ilO号の罰則が遣用される．   

イ 電気通信事菜法  

専業瞳が霞められた蓉合享こ軋電気重信事業法募9粂貫1項の規定に違反し、  
両誌募l00粂の罰則規定が逼用される。  

狂女 無象通信黄則 

泣募3粂の規定により、条簸通信鼠則S25・3及甲南S25・ヰの規定を適用し、免   

許人が自ら弔う免醸人のための通信を除き、巨匠重信の伝送はできない。  

注3 その他の注意事賓等   

ア アマチュア集魚局の集魚設備の集作は、声轟従事者でなければ行ってはならな  

い（詰責39粂の3）ことから、通苦は通信操作に該当するため、連語看には真義塵  

事音質格が必要となる。   

イ 根本基準妄6粂の2第3号  

「免許人以外の看の佐用に供するものでないことJについては、免許人以外の  
■■   



●、 者の通信の用に供す右ことを目的として行もれることを禁止する蓮旨であり、免  
許人に蹄係す左通信の場合、それが語あられるかどうかは無象局の目的及び通信  

事項に合鼓するかどうかで判断されるものである。「－  

ケ 軍用頒創傷ほ由粂 

この規定は、特にア⇒チェア廠こ限り設けられているものセあ右。当該競走は、  

重信の相手方が不特定多数やアマチュア局である等の特徴から、他の自営の無線   

局と比鼓して違法連用の可能鮎勒、と考えられるため、これを排除するための   

為急患走である。   

したがっ七、当該規定の節乱■抜本華準の規定である 

用た供するものでないことJ．の解釈を準痛し、免許人以外の看の通信の用に供す   

ることをヨ飽として行われることを禁止する蓮旨であり、免許人に防係する通信   

の暮合、それが認あられる鱒どうか鱒アマチュア長のヨ的及び通信事項に合資す  

るかどうかで判断されるものであり、羊ゐ鱒通いてア与チェア局以外の薫象局   

の蓉合と同様である。  

エ 

境木基準第6粂の2募3号及び運用最知芳2診粂の解釈から、公衆網と賽倹し  
●●   

た適法なアマチュア秦客の連或は、他の急務局篭の琴合と同様に免許人以外の   

者の任用に供するものではない（他人？佐須によるものではか、）もののみ許さ   

れると整理されむ   

一方、悪縁通信琴則S2五3に規定されるイ露三者遷軌■の概念には、我が屠に ●一●   

おいて他人のための通信と整堅されるもの印加免許人のための遷倍と笠悪さ  

れるものも含まれると考えられる。   

したがって国際的な規制との整合性を囲る亀点から、免許人が自ら行う免轟人   
のための通信を除き、国際通信の伝董はできないこと上する。  

オ 

（ア）■・芳÷竜電気通信事業者旬線との黄綬のエ事  

電気通信事業法茅詔粂の規定に皐り、一利用妻は端末設備又ほ白曹電気通信  

設痘を凄続するときは、エ事担任者資格者証の交付を受けている着く以下「エ   

壷坦住着」という。）にこ岳該工事捏長者賃宿昔屈の種類に応じ、これiこ保革  

●●●  エ事を行わせ、又は裏地に監督させなければならない。ただし、琴琴省令で定  
ある巷合は、この降りでない。Jとされている。   

なお、本件詮綻については、同条ただし書の絵務省令に定める蓉合に該当し  
ないので、小わゆ季モジュラージ■ツタによる凄綻の＝事についても工事担任  

者による接続のエ事が必要となる。  

（イ）第一種痘気通信亭菓看に上る凄続の検査 

公衆網とアマチュア局の接鼓に■当たっては、電気通信事業法貫52粂貫2項の   

競走による接続の検李を真如必要がある。  

（ウ）電話最、ファクシミリ等の接続  

すでに第一篭電気通信事業者の検査を受けアマチュア雲集と公衆綱との接続  

が恵めぢれている場合であっても、電話鼠ファクシミグ等似下ー電話楼等」  
ヽヽ・ ヽ  
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という。）を介し亡自営電気通信設備に妄続されている暮合は、それらの稔器も  

自営電気通信設備である（例参窯）ことから電話接等の取香え等の窃度、電気通  

信事業草貢記粂嘉2頑の規定による疲読の鼓査を受ける必要がある。  

【例】  

・（5）・・凄続の形象と電波法令・に適合するかざ◆うかの判断例）・二，  

一形態1】‘  

芦アマチ≠ア局が琴気通信事業者固急に凄鼓すること笹よサiAアマチチア局がイン  

・・ターネッ：トにアクセ太   

㌧
提
琴
昔
 
 

・
S
．
丁
 
 

インタ・一事壱   

∴デ」夕空－ス等  

∴Å琴卑詩人  8局免詩人，  

①ケ⇒チェア烏の日蝕通草事変ゐ萄邑内である土と．・．  
◎■・B海ゐ免許人中意串た基づ卓二1毛先塵臆病藷包掛嘩す雨中で挙る●．・・  

ニ：ごとこ（玉島の尭幹夫軒A局ゐ免許人がイシダー寅1女十璃抵ナる三．とたっ‥  

こ．いてご・・・アキチエーア局の免許人と〒して色人由な興味を華ゃているごと．。‘一）  
‥．…∵▼◎ニ■－ち声の免許人柱トニ寧通好弼琴準埠と郷間断を声ちに鱒うこと・・・  

十ポセきる状嘩iと為ること並びに竜革を発射抑i季鱒痛を直ちに愚作で・   

J．・†き棚こあ塞ことi（皇帝均恥．篭奉遷昏事菜箸固着と轟鼓し、畠局   
‘∴二を軍用する場合にぉいて■もこ’・電出主食に違反．しなりよう．・に‘‘・白局を管理しで．－  

lヽること。）・  

◎1モの軋二・電波法令を茸守してヤ、ざ羊・と∴  

⑤・二・・デ丁夕空ナスヘのアク寧ろの嘩か、・電子苑示坂ぺの事革み等一度電子的に・   
蓄顎七て送信すもものにウいて瞳．・感覿痔著ゎ安藤は春夏である。‾  

■ ■－ ■●■ ●  

一形態1′】  

． 4B3 ●   
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B局が電気通信事業者風象に技監することにより、A局がインターネット電話等にア  

クセス  

①－辱 形態1と同じ†  

⑤なお、インターネット電旨等リアルタイヰで逓信するものについては、B  

局のうち運用する集線設備を換作できる雲虐従事者が必要である。 

⑥ 適芸者がB局の重森虚備のう 

着であることが在英である巷合を準き、B尉こ軌、七自動如こ凄鼓するもの  

でなセ1 ことi  

【鱒陰2l  

ちアマチュア局が竜気通信事業者固執こ凄統す石■ことにより、Aアマチュア局寧；適畠  

者と通信  

■■■   ■  

B局免拝人＿・l  く無線徒事書）  Å局免許人  
三）   

① アマチュア局の早釣、通信事項の義牢内であること。  

② B局の免許人の亭思に基づき、電気通信事葉音亙急に壌続及び軒断するも  

クであること。・（B局の免許人乳A局の免許人力萄垂旨と遺骨することにつ   
．   

t 

◎ B局の免許人は、電気通信事業者画綜との練紋及び哲断を直ちに行うこと   

ができる状態にあること並びに電厳を発射している条婁設慮を直ちに集作   

できる状態にあること（B．局の免許人は、電気重信事業者風象と養家し、垂  

鮮通信農作を行う蓉部こおいても、電痘法令に違反しないように、白局  

を管理していること。）。  

⑥ 当然こ景安寧集作ほ忍められないた臥琴話者はB局の悪縁設備のうち運  

用する集線設備を最作できる真義従事者の資格を写していること。  

⑤連勘ミ五島の集魚設備のうち接続される彙象設盾を集作できる真義従事   

者であることが確実である暮合を除き、B局iこおいて自動的に凄託するもの   

でないこと。  
ヽヽ   ▲  

一喝4  



●－  

■  ■  一   ■一  

ヽ＿、  

⑥・その他、電波法令を遵守し七いること。   

【形態3】   

Aアマチ主ア局及びBアマチュア局方亨電気通信芋蔓看寧急に暮鼓することにより」通  

話看Cと通話看bが通信  

玉富毛C  
■  

（転線従事審■）  

Å局免許人  臥邑免詩人  逼富者D  

（無専従字書）  

① アマチェア局ゐ目的、重層事項の壷屋内であること。  

② A局及び声局の免許人の意思た基づき、．電気通信事業者直義に紘及び切   

断するもゐであることこ■（A局及仕B早め免許人は、■■通芸者eと遠雷者Dが  
．重信することにらいて、ナマテ主ナ局の免詩人として偉人助な興味をって   

いること。）  

③ A局及びB鳥の免許人は、電気通信事菜箸国魚とゐ凄最及び切断を直ちに  
行うことができる状態にある与と並びに電波を発射している垂線設備を直  

ちに琴作できる状態にある 

看亙集と験し、それぞれ重吉者C及のが通信換作を行う蓉合においても、  

電定法令iこ違反しないように、＝畠局を管苦しているこ‘と。）  

①当然に悪賢尾島作は認められないため、翠芸者C及びD乱それぞれA局  

及びB局の曇急設億の 

を有していることi  

⑧・通芸者CがA局？、又拾遺芸者DがB局の地膚ぁうち叢鼓され声悪縁  

設備を集作できる彙暮従事者であることが確異であ左巻合を喚き、それぞれ  

阜局又はB局にj鈍、て亭動的に凄鼓するものでないこと。  

◎ 

24 本法に琴象局を毘設して告発された看の申請に係る免許等について  

（l）アマチュア局の免許申請中の看が、その予備免許前の違法行為について窯集従事   

者として行政処分の客体となった窃合は、 

の肘与を雷鳥し行政処分決定後は、次による。   
ア 申語者が、 

できる。ただし、その従事停止の期筒が毒過した後に与える。   

イ 申義孝か雲集従事者の免許を取り清されたときは、アマチェア局の免許を酪与  

d貴く   



ーー＿   しても、その局の葦用が不可筐であることを撃由として免許を拒否する。  
（2）既に予備免許又は免許を与えられキ看がその予備免許前の違法行為について、無   

鼻従事者として行政処分の客体となった蓼合は、次による。  

ア 予備免許中のも¢で処分決定前に工事落成届が畏出された蓉合札その違法帝  

l   為め内容が電簸であちて、前例に放し、●従事停止毎度の処分にとどまるものと推  
定し得るときは」落成雀の鼓査を亀て免許を与えることができるが、．違法行為が   

悪賢であって、’従事者免許の取消処分に鱒せられるものについては、免許を在否  

する。   

イ 既に免藷を与えられている者乳従事者免許の取消処分に付せられた蓉合は、  

再び祭象従事者免許を取得するまでの同は運用を鹿止しなけれぼなら・ないこと 

となる。 

考慮する。  

鼠15－1  

丁  

固15－2   
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■－■－ （参考）ゲストオペレーターについて  

（1）ーアマチュア局の素魚設備を染作することができる雫格を有する者」と駄電波  

II   法第39粂の亭ただし昔により、外国において詰責40粂募1項第5号に掲げる資格   

に相当す冬至格として、串務省令で定めるものを有する者を含むものであること。 

（2）蓮用する看は、卓ちアマチュア局を開設している必要は牽い±と。  

（3）連絡設鹿（呼出しヌは応答）及び運用表則茅許粂に規定する軍－ルサインゐ送信  

に当 

なお、社歴局の蓉合と同様に、免許人のコールサインの後に運用者のコールサイ  

ン又ほ名前を送信するこ◆とについては支障ない。  

（㊥ 本革虔を利用し運用した暮合札ー免許人の運用とするもの」であることから、   

∴法令に規定する重用方法を逸脱した蓉合は、運用者だけでなく免許人も責任愚問わ  

れることがある。  

一    ■■   


